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第１章国民所得とその成長

異部門の生産物はおそらく次のような一般的尺度によってのみ比較可能である

フ｡

（１）生産物の価格表現（UeHHOCnHoeBblpaXeHHe）による人間労働の

支出
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（２）生産に費されたエネルギーの有効支出

あらゆる生産に支出された労働の総和、もしくは生産物に結晶したエネルギーの

総和などの接近方法によって、国民所得一般を規定する基礎が確立される。そうし

てはじめて、同質の単位を総計するという原則を守ることができるのである。

もちろん、これらの計算は条件的なものであり、近似的であるという要素をも

っている。

資本主義諸国におけると同様に、われわれのもとにおいても、社会関係の経

済的分析には生産物の価格(UeHHoDoe)表現が必要であり、また十分でもある。し

かしながら、価格表現による生産物（量）の変化は不変価格を用いるときのみ、

これらの諸結果の物量的変化を表現しうるということを言っておかねばならない。

そのような不変価格を用いることがまさにあらゆる計算を二重に条件的なものと

する。

この点は、価格形成における運送の役割を分析する際に特に明らかになること

なのである。

議論するまでもなく、運送は他のすべての産業と同じような一つの生産的部門(Hp

OH3BO…BO)である。原料とその需要者の世界的分布があるという具体的条件のｉＢ

とでは、地下から鉱石を掘り出したり、金属部分に旋盤をかけて全面を平らにす

るのにエネルギーを消費したり、燃料方法の不備による熱量の損失、蒸気の熱エ

ネルギーの利用等と同じように、空間の征服も生産上の必要条件である。

これらすべての支出は、その自然的容態が何であれ、最終生産物の価値を規定

するものである。もし、すべての製品の価格要素の比率が、生産の時と場所とに

かかわらず一定であれば、価格は生産物の自然的表現における大きさに比例する

であろう。しかしながら、これは国によって全く異なり、時と共に変化するとい

う現実の生産条件に相応するにはほど遠い。鉱石や燃料はあるときには地表に存

在することもあれば、またあるときには、地下数百メートルのところに横たわっ

ていることもある。時の経過と共に鉱脈の上層が掘りつくされた場合、鉱石を更

に深い層から掘り出されなければならない。機械エネルギー］単位についての燃

料の消費は、動力装置の規模に依存し、技術進歩によって時の経過と共に減少す

る。燃料は鉱石からあるときは近いところに、又あるときには遠いところにある。

価値の大きさだけでなく、その構成が時と場所によって変化するのである。
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かくして、ある年のある国のデータによって価格を任意に選ぶことばの国に関

しても当然のこととして条件づきであり、それは現実の価値（UeHHOcTHoe）関

係を表わすものではない。他方、多くの国々の生産物価値を同一価格に数年間に

わたって換算することは統計資料の内容に照らしてみれば、ほとんど克服するこ

とができないほど苦労のかかることなのである。

もしそれを需要の観点から見るとすれば、これらの全計算は特別な制約をうけ

ることになる。実際に、最終的には国民大衆の欲求充足を意図した過程として、

生産に接近するならば、欲求の充足は消費手段の量と質に依存するということを

とにかく認めなければならないであろう。

だからして国民所得一般の計算は不変価格によっても国民所得一般の計算は不

変価格によっても国民大衆の欲求満足の程度についての解答を与えてはくれない。

一国において生産される価値総量としての国民所得の計算は、この観点からみた

とき、総生産の構造の多様性に起因する価格形式の多岐性が著しくなればなるほ

ど、ますます比較困難になってくる。

もし二つの国のそれぞれについて、次のような２種類の集計をしたとすれば、

そのような集計計算の結果がどれほど事`実を歪めているかを容易に評価すること

ができよう。

第一の計算同一価値ではかられた二国の消費財価値

第二の計算同一価格ではかられ、生産財をもふくめた二国の総生産物価

値。（蓄積を差引く）

経済構造が相異なるため、不釣合な集計結果が得られるのである。一万の国の

経済が自然条件や技術進歩に依存しているときには必ず多少とも他方の国よりも

有利である。消費者の観点からみた生産機構としての「国の効用係数」は

その国の構造や、自然資源の総量、質、配置のいかんによって高低がある。し

かも、もしそれに蓄積の大きさや、総生産量をとり出さなければ、住民の欲求を

充足させる能力の観点からも生産装置の可能的成長の観点からも、一国の(経済）

構造を何ら語ることのない比較数字が得られるであろう。すでにこのようなこと

を考慮しただけでも、時間の経過と共に、国々の発展の比較や分析を行うには、

特殊な方法と分類法（体系）が要請されるのである。

様々な年度の国民所得を比較するために、大部分は次のような方法によってそ
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れらを比較可能なものにすることができる。第一の方法とは次のようなものであ

る。すなわち、それぞれの個別生産部門における生産物（npoﾕyIcImH）をある一

定の年の価格で評価する。この評価の総和をその年（計算年度）の国民所得とす

る。このような方法によって、いわゆる「物的生産高」へ接近する試みが

なされろ。しかし、この計算には、（エネルギー支出の増加によってはほ

とんどいつも可能であるところの）生産物の質の向上が完全には加味されず、生

産の構造と組成が変容をうけ、さまざまな産業部門で労働生産性の発達が達成さ

れている場合にすべての比較年度について異種商品間の価値比率がそのまま効力

をもちつづけるのは全く限られた条件においてのみである。

このようにして、一定年度についてとられた一定の労働生産性をもとにした価

値評価が得られろ。

この基準年をどのように選ぶかによって、計算される年々の国民所得の変化は

いろいろ変るのである。

例えば、次のような仮定上の簡単な表式例をとってみよう。

ａ年

1,000

１

a＋Ｎ年

10,000

ａ＋２Ｎ年

20,000Ａグループ商品（トン）

１トン当り価値 q/i４１/２

ａ十Ｎ

7,500

１

ａ＋２Ｎ

10,000

１

ａ

5,000

１

Ｂグループ商品（トン）

１トン当り価値

両グループのＮ年間の総価値の増加をパーセントで表わすと次のとうりである。

最初のＮ年間

十１９２

＋１６１

＋１２７

次のＮ年間

十７１

＋６６．７

＋６０．

a年の価格では

ａ＋Ｎ年の価格では

ａ＋２Ｎ年の価格では

年々の国民所得の比較はしばしばある一定年度の価格でなされるが、何ら

かの物価指数（cpe瓜Hbliio6meToBapHuiilaHｴeKc）によって換算されてい
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ろのである｡その場合、個別的生産物の比率変化は考慮されるかも知れないが、

価格指数は全く条件的なものになる。なぜなら、価格指数は、ある特定年度の生

産構造にのみ照応するような、一定の商品群（Ha60pTaBapoB)を基礎にしてのみ

構成されうるのであるからだ。強度の工業化とともに急速に成長し、生産構造が

急速に変化するわが国の経済においては、このような計算の制物性は特に著しい

ものである。

ある程度までは、エネルギーの有効支出による生産物の総量を計算することに

よって、おそらく不変価格に換算することに附随したあらゆる困難と誤謬から我

々を救ってくれるだろう。しかし、この方法は国民所得の「効用係数」の問題に

関係するすべての苦労から我々を解放しはしないだろう。同じことだが、一定の

生産方法のもとで、それを変形するために常に同一量のエネルギーの消費を必要

とするような素材（原料）の十分に安定した性質の故に、あらゆる対象の生産に

必要なエネルギーの最小必要量が規定されうるという仮定がある程度まで正しい

とすれば、労働支出（価値）だけでなく、生産物一単位当りのエネルギーの消費

が縮少されるほどに生産条件を変えるような技術革新の可能性とても、とうてい

除外できないものである。結果的には、エネルギーを尺度としても、価値を尺度

とする時と同様な困難に出くわすことになる。

たしかに、エネルギー消費は製品の構成の複雑化に結びついている度合に応じ

て、生産物の質を勘定に入れるのである。労働支出に関していえばエネルギー尺

度はその活動が単純「肉体」労働から成る労働の観点から、総生産の評価をする

ことを意味するであろう。同様にして、ある年の価格によって国民所得を評価す

る場合、我々はその年の平均生産性の観点から、国民所得の運動を検討するので

ある。このようにして、我々が国民所得の評価にいかなる尺度を用いようとも、

制約や苦労をまぬがれることは明らかにできない。だが、エネルギー統計は価値

にほとんど無関係であり、この観点からすれば、生産物総量を規定する際には、

計算における補助手段として、エネルギー尺度を利用しながらも価値資料として

決定的に指定することはさけねばならない。

他方、我々が考えている価格比率は、エネルギー指標よりも消費の観点からの

「評価」により合致している。

すべての問題の要点は、次のようなところにある。すなわち抽象的表現のうち
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に秘められている国民経済の具体的要素および過程が我々の価格抽象のうちにい

かなる形で反映されているかを明確に描き出すことにある。

この関連においては「住民の所得総額」の比較がより容易であり、消費の評価

の万が更に簡単であるし、たしかに被加数の多様性が減少しはするが、多様性が

消去されるわけではない。（この集計を行う際、年々の比較をするためには価格

の一般商品価格指数を用いるよりは家計価格指数を用いる方がより適当である）。

同時に、あらゆる生産は消費を目的としているから、我々が「国民所得」を語

る様、まず最初に興味をもつのはまさに消費の成長ということでなくてはならな

いだろう。この観点からすれば、生産的蓄積が我々の興味をひくのはまさにそれ

が、消費とその成長テンポを増大させる手段であると場合のみである。ただわが

国の防衛力を強化させる必要があることのみがこの観点と拮抗しうるのであるが、

その場合、資本主義の包囲のもとでは、消費の最も急速な発展の道程は国防力を

強化することと著しく合致し、結局はわが国の全経済の工業化を通じてのみ進む

ものなのである。この点を考慮に入れる必要がある。

この論文の目的は上にのべた構想に照応してまず経済構造に依存する大衆の消

費の可能的量、ならびにその成長率を規定することにある。

消費量とそれの成長率が盗意的にとりあげられた構造指標の簡単な関数でない

ことはあらかじめ明らかとなっていろ。問題の成長率を都市と農村の産業間の関

係や、採取産業と加工産業との関係や、また明らかに空疎な例をいえば、田舎の

川と海運の関係などと直接に関連づけてしまうことは、あまりにみのり少ない試

みであろう。

これに関してはマルクスの例にならって、消費手段生産及び生産手段生産に投

下された資本のデータを経済の量と構造の指標として導入するという構想が自ず

と生れてきた。しかし、更に詳細な分析によれば、この「分割原理」は上にのべ

られた、特殊具体的な目的を数学的な方法によって完成するには不適当であるこ

とが明らかとなってくる。

生産の成長率が労働力の装備（Boopyx(eHHepa60口e材cIIJILI）の成長率に依

存し、生産用具がＡ部門で製造される以上は、生産の成長率の増加が、Ｂ部門の

資本増加と比較してのＡ部門の資本増加率にかかっていることはあらかじめ明ら

かであると言いうる。
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拡大再生産の場合、Ａ部門はＢ部門に対して、資本効率係数が一定の場

合、現在の産出水準を維持するために必要とする生産財のみならず、再生産

の拡大に必要な追加的固定、流動資本を供給しなければならない。

このことから、次のような考え方が想起されろ。すなわち、Ａ部門の資本を二

つの亜部門に分け、その－つ（Ａ２）はＢ部門に対して当座の需要に応じた限りで

の生産手段を供給し、他の一つ（Ａ１）は再生産を拡大するために必要な追加的資

本を両部門にある全産業に供給するという特殊な任務をもつ。（効率係数が一定

の場合）Ａ２はＢに比例しなければならない。一方、Ａ１は生産一般及びその各

部分の成長率にのみ規定されろ。

しかし、資本は不変部分と可変部分とから成り立つので、前述の分類原理を首

尾一貫して適用するには、かくしてＢ部門のＢ１部分（これが可変資本の増加を

保証する）をＡ部門に移転する必要がある。Ｂ部門には一定水準の消費を維持す

る、いいかえれば単にそれを充足しうるに足るだけのＢ２部分のみが残されろ。

したがって、次の比率は住民の消費の成長率が定まるであろう特殊な表現式であ

る。

Ａ１＋Ｂ１

Ａ２＋Ｂ２

言いかえると、分子はそれをもとにして拡大再生産が遂行されるもののすべてで

あり、分母は当座の直接的消費に役立つもののすべてである。

この部門分割の視点からすれば、織物工場に投下された資本や、製糸工場に送

る綿生産のための綿花栽培への投下資本をＢ部門に含める根拠も、紡績工場への

投下資本をＡ部門に含める根拠もなくなる。なぜならば、いずれの場合も６紡績

と機織は同一工場でおこるし｡機械はそれ自身、次の生産段階に必要な生産手段

である中間生産物を生む数個の連続的生産過程に分かれるからである。

したがって、国民所得の成長率がこれらの構造関連にいかなる従属関係をもつ

かが規定される以前に量的相互関係を持つところの諸要素による特殊な構造分割

が定式化されねばならない。基本的ステップはこの作業の主要な対象に相応して、

生産の厳密な経済的分割にある。当座の消費需要を満たすに充分な水準で消費財

を生産するために必要とされる資本の厳密な限界を規定するためには、絶対的で
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かつ厳密な基準が必要となる。

故に、再生産を拡大するための生産機構の能力の観点からみれば、最終生産物、

そして特に消費財を当座の必要量だけ満たすに十分なレベルで生産することとい

かなる形であれ関連している生産部門をＢ部門から切りはなす必要はなくなって

くる。したがって、結論として、この問題を公式化する際には、いかなる形であ

れ、現在の必要量を満たすに充分な水準にまで、消費財の諸価値を創造すること

とに関係しているすべての産業をＢ部門におくことが適切である｡～

マルクスの表式が消費財の全価値をおくところのこの〔Ｂ〕部門に消費財を生

産するため用いられるすべての資本も含まれなければならない。これは、Ｂ部門に

おける固定、流動資本の増加、又は道徳的磨損を含まないことを意味する。

この資本はＡ部門からしか得られない。Ｂセクターの生産物価値は消費財生産

に実際に使用された原料及び設備、生産財の価値しか含み得ない。Ｂ部門には、

拡大再生産のために蓄積された生産手段及び消費手段の価値は含まれることがで

きない。これらの価値は消耗され使い尽された後になってはじめて、拡大された

資本と共に生産された消費財の価値の中に流入するのである。かくして、Ｂ部門

における生産設備の損耗は定義により、その部門内でされなければならない。

このように定義すれば、Ｂ部門はＡ部門なしに存在することができるという著

しい特徴を持つのであるが、それは単純再生産のためにだけ存在するのである。

生産物の更に厳密な分割に必要な事柄の分析一当座の需要を満たすに必要な消

費財の価値を決定するという観点から－をはじめて、我々はこのようにして上

記のような構想を確立するに到った。要約すれば次のように言えるだろう。生産

はＢ部門及びＡ部門に分けられ、前者はＢ部門の資本につけ加わるべきＡ部門か

らの生産財及び消費財の流入がたとえとだえたとしても消費を一定水準に維持す

ることができる。後者はＢ部門とＡ部門の両方に再生産拡大のために必要とされ

るすべての資本を供給する。

このようにマルクス的部門分割から出発して、マルクス主義的単純＝拡大再生

産、いいかえれば、「所得の生産」と「資本の生産」というもう一つの分割に照

応する新しい部門分割に到達した。混同をさけるために、記号Ｐは今後、マルク

スのＢ部門から発展したものをあらわすために使われ、ＵはマルクスのＡ部門か

ら発展した残りの生産部門をあらわすために使われるであろう。

８



Ｐ部門のあらゆる部分は単に、現在の水準の必要量を満すに必要な消費財を結

果として生む単純な生産過程の諸段階からなっているにすぎない。一年間の純産

出値はただ労働支出のみからなる。

Ｖ＋ｍ

したがって、Ｐ部門の最終生産物は

Ｖｐ＋ｍｐ

であらわされ、Ｕ部門の純産出価値は、

Ｖｕ＋ｍｕ

であらわされろ。これらの表式は、ＰとＵの重複計算の可能性を除去する。

生産をこの二部門に分割するただ一つの基準は、資本を増加させるか､（訳注２

道徳的磨損を含む）、消費を一定水準に維持することのどちらに役だつかによっ

て決められろ。

更に明確化すれば、封鎖経済における拡大再生産の過程が図１に図式化されて

いるが、これは、マルクス的部門分割から発展された分割を基礎にしていろ。

この図の左の部分（Ｕ部門）は、資本を増加させ、生産資本の道徳的磨損の補填

をするために役立つ生産を表わす。Ｕ部門の純産出(二重計算をのぞく）は、Ｕ部門の

最終生産物~特に両部門（ＵとＰ）の資本の道徳的磨損を補填したり、資本を増加

したりする生産財及び消費財一の総価値から成り立っていろ。

図の右の部門（Ｐ部分）はある一定水準で消費財の生産を維持するために必要

とされる消費財及び生産財の生産に役立つ生産を表わしている。Ｐ部門の総純産

出（二重計算をのぞく）Ｐ部門の最終生産物一現在の必要水準を満たすために

使われる消費財一の総価値から成り立っていろ。（図１）
「－－－－ニーーーーーー－－－－－－－－－－－－－－－-－－－－－－－
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Ｋｕ及びＫｐはそれぞれＵ、Ｐ部門の固定、流動資本の総額をあらわす。したが

って、Ｋ－Ｋｕ＋Ｋｐは総資本を表わす。ＫＤｕ、ＮＤｐはＵ、Ｐ部門の生産手段

と消費手段の純生産をあらわす。ＮＤ＝ＮＤｕ＋ＮＤｐは拡大再生産のもとでの総

純産出をあらわす。

資本効率係数を次の式で定義する。

Ⅲ
ｌ
Ｋ

ＮＤｕ
－

Ｋｕ

ＮＤｐ
￣

Ｋｐ

Ｓ Ｓｕ Ｓｐ

ＡｍはＫｐ及びＫｕの両方における道徳的磨損を補填するために使われた生産の設備

と手段の価値を表わす。ＡｍはＡｍｐとＡｍｕとからなり、それぞれＫ９，Ｋｕの道

徳的磨損を補填するために使われるとする。故に、

Ａｍ＝Ａｍｕ＋Ａｍｐ

△は年々の増加を表わす。したがって△ＫｕはＫｕの増加を示し、△ＫｇはＫｐ
の増加をあらわす。又、

ＮＤｕ＝△Ｋ＋Ａｍ＝△Ｋｕ＋△Ｋｐ＋Ａｍｕ＋Ａｍｐ

Ｐ部門において生産された消費財は、Ｐ部門で雇用される労働者に消費される

Ｖｐと剰余価値（剰余生産物）Ｍｐとにわかれろ。次にＭｇは消費者に吸収されて、

次のような基本的カテゴリーが生ずる。

（１）Ｍｐｇ－政府機関に吸収される消費財

（２）Ｍｐｏ－生産のいかなる局面にも従事しないでブルジョアジー（大、中、

小）のための消費財

（３）Ｍｐｐ－Ｐ部門で活動するブルジョアジーのための消費財

（４）Ｍｐｍｕ－Ｕ部門で活動するブルジョアジーのための消費財

（５）Ｍｐｖｕ－Ｕ部門の労働者のための消費財＝Ｖｕ

故に、

Ｍｐ－Ｍｐｇ＋Ｍｐｏ＋Ｍｐｐ＋Ｍｐｍｕ＋Ｍｐｖｕ

しかしながら、ＵとＰの部門間の交換は必ずしも等価的である必要はない。

生産要素と消費の内的関連は、３つの場合が考えられるであろう。(1)総消費が

一定の場合、(2)総消費が－定率で増加する場合、(3)総消費がたえず上昇する率で
増加する場合。

－１０－



成長率を､=単位１時間あたりの増加している量に対する比率と定義しておこう。

数学上の言葉でいえば一次導関数の開数に対する比、いいかえれば関数の対数を

時間について微分したものである。

Ｐ、Ｕ部門の純産出（ＮＤ）の増加率はＴｎＴｕで示され、総純産出はＴで示
０１

される。Ｋ、Ｋｐ、Ｋｕ、Ｓ、Ｓｐ、Ｓｕ、の成長率はＧｋｄＧｋｐ、Ｇｋｕ、Ｇｓ、

Ｇｓｐ、Ｇｓｕ、で示される。

△ＮＤ１．ＮＤ

Ｔ－－－両了一丁＝会ＩｏｇＮＤＮＤ

Ｔｐ－－＝－．－＝－ＬｌｏｇＮＤｐ△ＮＤｐ ｌｄＮＤｐ

ＮＤｐＮＤｐ ｄｔ ｄｔ

Ⅱu----.--会｣｡gND｡
△ＮＤｕ ｌｄＮＤｕ

ＮＤｕ ＮＤｕ ｄｔ

ｄｌｏｇＫ
Gk-等一会･帯一

町-等-急･半

Gh-等一志･帯

G・一等一÷器一

昨等‐☆･等
△Ｓｕ ｌｄＳｕ

Ｇｓｕ＝－５丁－百マテ・-5-Ｆ

ｄｔ

dｌｏｇＫｐ
－

ｄｔ

ｄｌｏｇＫｕ

ａｔ

dｌｏｇＳ
－

ａｔ

dlogSp

ｄｔ

ｄｌｏｇＳｕ

ｄｔ

次に､比率鵜川で示されろ｡この比率は拡大再生産のための全生産装置
の潜在力を表象し、Ｓｐ、Ｓｕが与えられた場合には一国の生産装置の構造を示す

基本的指標である。

生産構造の基本的指標として、我々は次のような比率を考える。

Ｉｎｄ－ＩＰﾚi《ＩＤｐ
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前に行った資本利用効率、及び成長率の定義より、次の公式が導かれる。

Ⅱ一命･等一志･ﾕ害等L古に･器十s･鞘
一上旦+L』-G.+Gk-GS+￥-G．+旦了ｵﾃﾞﾆＳｄｔＫｄｔ

同様にして

Tp-G．,+Gkp-G叩十且:Ri差些
Tu-G圏u+Gku-Gou+二言ti:ﾆｭ

このことは、国民所得の総計とその部分の成長率は、それぞれに照応する資本

の成長率と、効率係数の成長率の和に等しいことを示していろ。これらの公式は

Ｔ、〔又はＴｐ、Ｔｕ〕がそれぞれ相当する資本とこの資本の効率係数の増加に依

存していることを示す。しかしながら、これらの公式は、二部門間の成長率の相

互依存性を示しはしない。この点は次の節で論じられるであろう。

一方、ＮＤ＝ｎ．ｅ、但し、ｎは生産にたずさわっている労働者、ｅは－人当

りのである。同様にして、次のような式をみちびき出すのは簡単である。

Ｔ＝Ｇｎ＋Ｇｅ

Ｔｐ－Ｇｎｐ＋Ｇｅｐ

．、Ｔｕ＝Ｇｎｐ＋Ｇｅｐ

したがって、資本と効率の成長率、及び、生産にたずさわっている労働力とそ

の生産性の成長率が、生産の成長率を決定する。

これらの関連は次に更に詳しく吟味されるであろう。もし労働力の剰余があれ

ば６生産の成長率は、資本と効率係数の成長率によってのみ規定されることが示

されるであろう。

労働力が制限されている場合、資本の効率係数の成長は労働生産性の成長に不

可の結びつきをもっているから、生産の成長率は労働の生産性に規定されろ。

ｓ_￥‐技術係数×主体的要因×人間･時ＲｉＫ

及び

Ｅ＝Ll-且＝技術係数×主体的要因×人間・時間
ｎ ｎ
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この二つの等式の分子は等しく、このことが、ＥとＳとの関連を規定していろ。

第２章総消費量一定の場合

我々は、いわゆる一般的再生産とは独立な形で道徳的磨損の生産過程におよぼ

す影響を解明するために、総消費一定の条件下における道徳的磨損の分析からは

じめろ。

国民の総消費一定、設備更新率一定の場合、△Ｋ＝ＯＮＤｎ－Ａｍとおけろ。

なぜなら、Ｕ部門の生産物はたとえそれが１日設備の置換に使われないとしても、

生産機構の改善に使われなければならないが、そのためには、国民の総消費一定

で、設備更新率不変の場合には、必要なものではないからである。

したがって、

ｕ

Ｑ
〕

ｍ
ｕ

Ａ
Ｋ△Ｋ＋△Ａｍ

Ⅲｌｈ

Ｋｕ

又は、

ＮＤｕ－Ａｍｎ＋Ａｍｐ－ａ（Ｋｐ＋Ｋｕ）

Ⅱﾄ苦一su-o
a

但し、ａは道徳的磨損を補填する資本のパーセント。かくして、ｆ（１ｋ、ａ）

は双曲線でありルー・゜のときS…、（いいかえればSu-ラドt＋aはaを
漸近線とする双曲線である。）

故に道徳的磨損率であるａはＳｕを越えることはできない。

ここで、消費の総価値が次のように定義されうる。

ＮＤｐ＝Ｓｐ・ＫＰ

もしＳｐ、すなわち資本Ｋｐの効率係数が一定であれば、ＮＤｐが一定である場

合はＫｐが一定となる。これらの条件のもとではａは比率１ｋによって規定される。

1ｋはＳｐ及びＳｕが与えられている場合は一国の生産装置の構造を示す基本的指

標である。

わかりやすいように、第２図にＳｕが様々な値をとる場合に1ｋがａといかなる

関係にあるかを図示してみた。
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0.3

0.2
□

０１

０５１０１５２０ａ

このグラフによれば生産装置の補填率が増大すれば総消費一定の場合でもＵ部

門に投下さるべき資本は増大しなければならず、資本効率係数Ｓｕが低い場合は

最も急速に増大しなければならないことも明らかになっていろ。

道徳的磨損率の増加は設備利用度もしくはＵの生産機構のどちらかの著しくか

つ急速な増大をたとえ総消費一定の場合でも必然ならしめるのである。

この最後の結論は次のような諸考察に基づいていろ。

道徳的磨損率に対する生産構造の依存度は次の公式で与えられていろ。

ｈ-器一二器一Ｍs._鼠）
Ｓｕ・ａ

しかしながら、新たに支出された労働量は

（労働生産地性一定の場合)

ＮＤ＝ＮＤｐ＋ＮＤｎに比例する。

ここでＳｕ、Ｓｐ、ＮＤｐを一定とすれば、ＮＤｕの増加、したがって又ＮＤの増

加は不可避的にａの増加の程度によって規定されるであろう６
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支出される労働量は総消費一定の場合も、設備置換の時間には増加しなければ

ならないし、その場合にのみ労働生産性の向上が得られろ。（この公式によって

直接には計算されない組織的政策は除く）

アメリカ＝工業生産のデータによれば、先進資本主義国の資本効率係数（Ｓ）

は２０年までの１０年間は増加する傾向がなかった。我々はこれに類似した発展段

階につき進もうとしているのだから、もし我々が盲目的に資本主義経済の足どり

をまねるとすれば我国の将来においても、このことが実際におこるであろう。新

資本及び１日資本の効率を高めるように特別の注意が払われねばならない。資本投

下効率の問題に対する我々の態度が変われば、それは係数Ｓの動きにおける著し

い急変をもたらすであろう。なぜなら、我々は生産機構の合理的利用という点に

おいて先進工業国に著しくおくれているからである。

しかしながら、資本主義諸国の産業の発展は、「最大限効率の法則」を満たさ

ない〃最大限利用法則,,によって規定されているのであるから、我国の産業発展

において我々が資本主義的手本に盲目的に従う必要はないのである。我々の規準

は(1)効率、(2)労働生産性である。

第一表及び第３図は次に与えられる比率が道徳的磨損による補填の百分比と資

本投下効率係数の変化に対して依存する度合を明確に説明するために計算・作製

された。

（１）生産に消費された労働（Ｓ・Ｋ）の消費を一定水準に保つために必要な労働

に対する比率

Ｒ詰筈）
（２）ＮＤｐ一定の条件で、総資本の「改新」価値（Ｓｕ・Ｋｕ）の消費財生産物価

値（Ｓｐ・Ｋｐ）の消費財生産物価値（Ｓｐ・Ｋｐ）に対する比率。

（３）国民所得一定の場合、資本の加新に使われる資本価値（Ｋｕ）の消費生産に

使われる資本価値（Ｋｐ）に対する比率。

これらの資料から、次のような公式が成立する。

（１）関数S2LIiDp、Ｓｕ２｣ZlA一百5.Kp、婆』シT〔ｂは③の増加とともに増
加する。'

（２）Ｓｕ､及びSpの成長はＳ・鍬DpSU､1ﾐﾘ'≦p･KpヱリT<pの成長率のう
ちに次のように反映していろ。
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ｌＣ

【ｌｌＣ

0

１２【

【ｌＣ

DｌＣ

］

lＺＣ

[ｌ(］

110

'１

Ｊ

).２０

＄uの成長は絵三器;の小量の減少，びKu/Kpの大量の減少を
もたらし、Ｓｐの成長は、ＳＫ／ＮＤｐ、Ｓｕ・Ｋｕ／Ｓｐ・Ｋｐの大量の減少、をも

たらし、Ｋｕ／Ｋｐには変化を与えない。

Ｓｕ、Ｓｐが同時に増加した場合には最大の結果が得られる。

このようにして、総消費一定の場ですら、産業設備の同時的更新は生産機構と労

働力の嫁動の増加をもたらすにちがいない。更新の後に、生産機構と労働力の嫁

動低下がはじまるにちがいない。このことは資本主義経済においては急激な景気

変動が不可避であることを意味している。

我々の体制においても、固定資本の更新の連続性は各個別企業をとってみれば

不可能であるが、計画的統制によって、経済の様々な個別部門にかわるがわる資

本更新が行われるので、このことが結果として、ａと労働力利用の双方のよりた

しかな安定をもたらすのである。
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幾分異なった観点から分析されてきた問題を考えてみよう。道徳的磨損の増大

は、追加的労働支出を必要とするが、これは設置更新後におけるそれ相当の労働

支出の節約によってのみ是認されうる。

更に道徳的磨損は、労賃の一時的な低落なしで－総消費一定の条件で－は

不可能な労働支出の増大を要求する。しかもこれは一時的にしる雇用労働者の労

働時間を延長したり、又設備更新が完成した時短縮したりするのと同じように困

難なことである。

一般的にいって、－定率での道徳的磨損はそれに照応するだけの労働生産性、

及び資本効率の一定率による成長によってのみ是認される。

第３章国民の消費が成長している場合

（封鎖経済）

総消費の増加指数が一定で道徳的磨損がゼロであると仮定しよう。この条件は

（グラフ３）

Ｓｕ＝０．５Ｓｕ－１０Ｓｕ－１．５

1.8

こ〕

□
1.5

元【s，二))jiiでL)、戸Ｃ）囮 □

Ｖ
１
Ｊ

Ｆ
Ｌ
Ｌ

1.0

0.5．ｌＣ〕＝０５．１(］、＝０５．ＬＯ

0.5
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０

０
0.050.100.150.20０．０５０１００．１５０．２０0.050.100150.20
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1.0

0８

0.6

0.4

０．２

０
１ ２ ３ ４ ５

次の式で表現されていろ。

△ＮＤｐ

Ｔｐ－下7万丁＝consta＝０
次の諸量の相互の関係がみいだされねばならない。

（１）Ｔｐ、ＮＤｐ、ＮＤｕ、ＫＰ、Ｋｕ、Ｓｐ、Ｓｕ

（２）△ＮＤｐ、△ＮＤｕ、△Ｋｐ、△Ｋｕ、△Ｓｐ、△Ｓｕ

これらの諸量は次の方程式で関連ずけられ
△ＮＤｐ

（１）Ｔｐ－弓（両I了
（２）ＮＤｐ＝Ｓｐ・Ｋｐ

（３）ＮＤｕ＝Ｓｕ・Ｋｕ

（４）ＮＤｕ＝△Ｋｇ＋△Ｋｕ

（５）△ＮＤｇ＝Ｓｐ・△Ｋｐ＋△Ｓｐ・Ｋｐ＋△Ｓｐ・△Ｋｐ

（６）△ＮＤｕ－Ｓｕ・△Ｋｕ＋△Ｓｕ・Ｋｕ＋△Ｋｕ・△Ｓｕ

１３個の変数で示されたこれらの６つの等式が与えられれば経済学者が、

標に向かって経済を「計画」する幅広い一連の可能件が現われろと」にノ

rLたこれらの６つの等式が与えられれば経済学者が、極大目

｢計画」する幅広い一連の可能性が現われることになろう。

－１８－



しかしながら、現実には、経済発展のために選択できる可能性の数は限られてい

るのである。’’。

まず毎年、ＫｕとＫｐは一定と仮定されなければならない。－

いってみれば、圧延機は織機の助けを借りては製造できないし凶圧延機は布地

生産のためには採用されえない｡

必要な労働力は、ここでは論じられないであろう。なぜなら、労働はいかなる

量においても構成においても利用可能であるという仮定から出発しているからで

ある。

またここで、－時点におけるＫｕ、Ｋｐの効率係数の任意の増大は原料の利用可

能性によって制限されていろ。現実には計画者は数多くの初期の前提や与件も考

慮に入れなければならないであろう。しかしながら、このことは国民経済的諸要

素の性格と相互依存度を規定しているあらゆる法則を認識する必要を低減するも

のではない。更に、経済計画の期間が長ければ長いだけ、初期の条件による制限

が少なくなってゆくのである。

まず最初に、ＫｐとＫｕの蓄積配分、いいかえれば、ＫｐとＫｕの相対規模を規定

してみよう。

(7)Ⅱ．‐器p-△△MSP+△s,)+Kい△ｓｐＮＤｐ

△K,(S,+△S,)+等Ｓｐ・Ｋｐ
△Ｋｐ・△Ｓｐ

－山十等十Ⅱ『s，Ｋｐ

＝Ｇｋｐ＋Ｇｓｐ＋Ｇｋｐ・Ｇｓｐ

まず最初に、ＴＰが三つの要素に依存していることをみてみよう。第一に資本

Ｋｐの効率の相対増加に、いいかえれば△ＳｐＳｐに依存している。第二に、と
の資本自体の相対的増加に依存していろ。第三にそれらの積に依存していろ。

(AKp･△員LTで5.sp）。次のようなことが定式化されろ｡生産の成長率を有
限数（いわば年間の変化）で計算すれば、消費の成長率は、資本の成長率、資本

効率係数の成長率、およびそれらの成長率の積に等しい。

さて、我々の次の課題は、Ｋｐの可能的成長を規定することである。Ｋｕ及びＫｐ

が与えられている場合、いかなる時点においても、

－１９－



△Ｋｐ＝ＮＤｕ－△Ｋｕ

であることを考慮すれば、消費財生産に使われる資本の増加分△Ｋｐは△Ｋｕが最

小値をとりＮＤｕが最大値をとる場合、最大になるだろう。いいかえれば、生産手

段を生産している全機構Ｋｕが完全稼動の場合にただ△Ｋｐだけしか生産しない

ような場合にだけ、△Ｋｐが最大となるであろう。

しかしながら、もし△Ｋｕ＝Ｏならば、ＮＤｕおよび△Ｋｐはたとえ消費財ＮＤｐ

が増加しても、一定値を保つだろうことは、数字的計算なしでも容易に指摘でき

ることは不可避である。きわめて明白な事実であるが、六個の方程式に与えられ

た変数の相互関係が満足させられてはじめて、ＴＰは一定のレベルに維持されう

るのである。

この節で次に行う方程式の分析のうちでは、Ｓｕ、Ｓｐは固定されている。そう

することによって、この２変数の変化の影響の具体的数例の分析を行うためであ

る。

最初の方程式は次のような形をとる。

(1)⑰p-鶚
（２）ＮＤｐ＝ＳｐＫｐ

（３）ＮＤｕ＝Ｓｕ・Ｋｕ

（４）ＮＤｕ＝△Ｋｐ＋△Ｋｕ

（５）△ＮＤｐ＝Ｓｐ・△Ｋｐ

（６）△ＮＤｕ－Ｓｕ・△Ｋｕ

方程式(1)、(2)、(5)より

('川‐令;l;ニー山一Gk，Ｋｐ

このようにして、資本Ｋｐの効率係数Ｓｐが一定ならば、Ｋｐの増加は消費の増

加に比例する。方程式(7)、(4)、(3)から、

ＮＤｕ－△Ｋｐ＋△Ｋｕ＝Ｔｐ・Ｋｐ＋Ｇｋｕ・Ｋｕ

但しｕＧｋｕ＝△IS1』一ｍ
かくて

Ｓｕ・Ｋｕ＝Ｔｐ・Ｋｐ＋Ｇｋｕ・Ｋｕ

そして、

（８）MFS-T,(豊外Tp-帯(Su-G杣）
－２０－



故に、ＫＰ/ｋｕが一定ならば、Ｋｕの増加指数Ｇｋｕは一定であるにちがいない。
Ｇｋｕの大きさは変数Ｓｕ、Ｔｐ、Ｋｐ及びＫｕの相互関係に規定されろ。

GkuがK雌ｕに依存していることを明瞭にえがきだすために、未知数のかわ
りに、次のような具体的な数字を置きかえてみよう。

Ｓｕ＝０．９４Ｔｐ＝０．２０

二のばあい､Gku-094-020･豊
Ｋ脈ｕ－５のとき、Ｇｋｕ－－００６

このときは、ＫＤ/kuの値をこのようにすると国民所得の成長は資本Ｋｕを食い

つぶすことによってしか実現できないことを示している。ＫＰ/ｋｕ＝４７のとき

Gku-0、したがってKgitu＝４７のときはＫｕをそこなうことなく国民所得は
２０パーセント増加するのである。

しかしながら、ＮＤｐを２０％（Ｓｐは一定）増加させるにはＫｐも２０％増加させ

なければならないのであるから、この条件も、ある時の一時期しか実際的意義を

もたない。であるからもＵＧｋｕ＝０なら、次年度のＫ賊uは5.65となるであろ
うし、この場合は成長率ＴｐはＫｕを蕩尽することによってしか維持できないであ

ろう。

同式より、

０
０
一
一
一

５
７
０
０

４
４
８
９

帳
帳
肋
肋

き
き
と
と

と
と
の
の

の
の
５
２

Ｋ
ｋ
Ｇ
Ｇ

Ｇ
Ｇ
、
、

、
、
き
き

２
１
０
０

｜
’
｜
’
’
一
｜
ｌ

ｕ
ｕ
ｕ
ｕ

撚
蟠
隅
概

この函数のグラフは直線である。ｏ

Ｇｋｕの成長がトータルな生産的富の要素としてのＫｐを減少させるという特別

の事実は、いかなる内在的意義をもっているか？このことを理解するためには、

規定的な相互関連が経済のすべての要素のあいだに成立していろということを想

起する必要がある。定義にしたがえば、ＫｕはＫｐの成長△Ｋｐ、及びＫｕの成長

△Ｋｕに役立つ。Gkuはこれらの要求を満足させねばならない。このようにして、

－２１－



生産物Ｓｕ・Ｋｕから、Ｋｐのコンスタントな成長を維持し、Ｋｕの磨損を補填する

のに必要な部分をさしひいたのこりはすべて、Ｋｐや消費を増加させないでＫｕを

増加させるために使われなければならない。

このような生産のための生産は、社会主義経済においてはそれが－時的であり、

その目的とするところが、Ｋ稲ｐを高めることによって、生産機構の構造を高
め、したがってそれが、より高い消費の成長率をもたらしうる場合にのみ考えう

るのである。

しかしながら、Ｕ部門における資本の増加は、それに照応する労働生産性の向

上、もしくは賃金の低下、あるいは将来使われるために蓄えられた資本Ｋｕの予

備がない場合は、Ｕ部門における消費の増加をもたらすということに注意しなけ

ればならない。このようにして、ｐ部門における消費が一定であるとしも、Ｕ部

門における生産の増大は、ｐ部門における生産の増大､もしくはＰ部門を犠牲と

する蓄積の増大のどちらかに可能な条件を与えられているのである。数学的には

この依存関係は、次のような形で示される。

ｄｐ、ｄｕを資本蓄積を目的とする新形成価値とすれば、ｕというカテゴリーにあ

る消費はP部門の生産に完全に依存しているという我々の定義によって

ｄｐ・Ｓｐ・Ｋｐ＝（１－ｄｕ）・Ｓｕ・Ｋｕ

故にＧｄp＋Ｇｓｐ＋Ｇｋｐ－Ｇ（ｌ－ｄｕ）＋Gsu＋Ｇｋｕ

したがって、Ｇ（ｌ－ｄｕ）＝ＯＧｓｕ－０のきでもＧＳＰ＞０，Ｇsp＞０の

ときだけ、ＧｋｕはＧｋｐより大でありうる。

蓄積が増大しているときはＧｄp＞０が可能である。GSP＞０は労働の熟練度の

向上、人間時間の増加（多交替制）、あるいは技術的改良によって達成されうる○

逆の場合（Gku＞Ｇｋｐ）、Ｕ部門で蓄積される資本は使われない。資本主義の

場合、そのような発展は恐慌をみちびく。

＿定値Ｔｐが最小の規模をもち、住民消費のある￣定の成長の要請に厳密な意

味において照応するためには比率Ｋ２/Ｒｕはいかなる値でなくてはならないだろう
か？答はきわめて簡単である。

これらの必要条件は△Ｇｋｕ＝０か又は

Ｋｕ・△kp、－Ｋｐ・△Ｋｕ－０（△Ｓｕ＝０）

結局

－２２－



（９）

霊-器LGm又はGkp=等-△ＬＬ△Ｌ－ＴｏＫｕ Ｋｕ

これは、資本の効率係数が一定のとき、すべての生産機構にわたって、指数ＴＰ

と同じ一定成長率で成長することが、総所得のコンスタントな増加のための必要

十分条件であることを示していろ。我々の場合だと、Ｇｋｕ－２０％であることが

必要である。

しかし、公式(9)の〃つりあいのとれた成長,,の追加的条件は公式(8)を次のよう

な形に変形する。

Su

Tp-Su-Tp･器及びTp--1+鳶

この式は、Ｋ２ｋｕが可能的成長率を前もって規定し、資本効率係数が一定なら
ば、消費を眠目におく合理的経済発展は、どのような成長率Ｔｐが与えられたと

してもＫｐ～Ｋｕ間の一定の比率を必要とすることを示す。

かくして、我々は次のような比を求めた。

グラフで示すと、第五図に示されるような形をしていろ。

第五図

Ｔｐ
1００

8０

4０

4０

2０

l２ｌ２
Ｋｕ

１２３４５６７８９

－．２３－



’

資本効率係数が一定の場合、総所得の成長率は一定の限界、いってみれば資本

Kuの効率係数Ｓｕを越えることができないということはきわめて興味あることで

ある。Ｋｕによって生産された生産手段がＫｕの効率係数Ｓｕがもたらす限度をこえ

ないということを考えれば、このことは物理的にも明瞭となる。

ＮＤｕ＝△Ｋｐ＋△Ｋｕは総産出Ｓｕ・Ｋｕをこえることはできない。我々の例では

Ｓｕ＝０．９４であり、

△Kp+△Ｋｕ＜,、又は_△l2l2±~全旦くＳｕ
Ｓｕ・Ｋｕ Ｋｕ

故に

些匡'と＜Su、
Ｋｕ 及びＴｐ＜Ｓｕ

この曲線の特徴は経済計画を行う上で大きな意義をもっている。この曲線をみ

れば､'f旦云pが2以上に増加するところではあまり意味のある結果をもたらさな
いということがわかる。

この曲線は又、所得の成長率が、それぞれの工業発展都階にある一国の工業化

に依存して増加することを示す｡なぜならば､比率写り盆は疑いibなく､現代経
済において工業生産がより大きい比重をもつ一国の工業化段階の最も有力な指標

の一つであるからである。かくの如くして、所得の成長率を増大させるためには

かなりの工業化を必要とする。１０％から１５．７％に定常的に所得を増大させるに

は、K1LT(pがほとんど２倍にならなくてはならない。
このようにして、所得成長率の増大をはかるには、工業化一重工業、機械建

－２４－
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設、電化一を必要とする。

以上のことから、成長率の拡大にとって、Ｓｕの成長はきわめて重要であること

はあきらかである。したがって､ＴｐのＫｌＪｎに対する相関関係は､Ｓｕの3種類
の値（０．４８５，０９４，１３８）であとずけることができよう。

第３表

Ｓｕ－０．４８５Ｓｕ－０．９４Ｓｕ－１３８

これらの関係のグラフ上の表示は第６図に示されろ。

第六図
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これらの曲線から、我々は次のように判断する。

（１）Ｉくり/F【pの増大は'～２の間だけ特に効果的である。
（２）成長率はＳｕに共なって変化する。

（３）最も興味ある曲線の最初の部分の匂配は、Ｓｕが大きければ大きいだけ急で

あり、Ｓｕが大きければ大きいだけ、「工業化」の効果も強力である。

このことから、アメリカ合衆国でなぜ労働時間数が減少しているかが、きわめ

て明白に説明できるのである。これは、先進国の高度の工業化と市場の発展が弱

まった際の資本効率の低下によるものである。

労働時間数の減少が、余暇時間数の増大によって、一般的経済的市場景気を改

善するなどというフォードの議論も、それが正しいのはすでに生産過剰があり、

労働者階級のとろに足りない貯金が、資本主義によってもたらされた工業化と消

費成長率との矛盾を倍加するかぎりにおいてのみ正しい。もちろんフォードは、

一般大衆が、自分の貯金を犠牲にして消費をふやすことを前提としているのであ

る。いいかえれば、彼を気前のいい人間だと考えてはならないのだ。なぜなら、

労働時間短縮の際に実質賃金をふやしたり、彼自身の蓄積を減少させることを考

慮に入れてはいないからだ。

今まで我々は、Ｋｕ、Ｋｐの効率係数Ｓｕ、Ｓｐの函数としてのみＴｐを考えてきた。

しかし、Ｋｕ、Ｋｐの利用の効率は、「国民所得」の分配という観点からも考察

することができる。まず、（Ｓｕは一定で）、Ｋｕの変化による成長率Ｔｐの結果

としての｢国民所得」を考えてみよう。次に、（IF)J/Ｔｍ＝一定で)、Ｓｕの変化
の結果としての「国民所得」を考えてみろ。

次の値を考えろ

△Ｋｕ ＮＤｕ

△Ｋｕ＋△Ｋｐ、

前の議論に従って、

Ｋｕ △Ｋｕ

Ｋｐ △Ｋｐ

とすれば

△Ｋｕ

ＮＤｕ＋ＮＤｐ、

ＮＤｕ

即一別●

ＮＤｐ

Ｋｕ

△Ｋｕ＋△Ｋｐ Ｋｕ＋Ｋｐ

－２６－



となる。

いいかえれば、全生産機構が比例的成長を行なっており､ＴＰのそれぞれの値に

対して、Ｓｕ、Ｓｐが一定値を保っている場合、生産的蓄積はそれぞれの資本に比

例的に配分されなければならないが、その場合､Ｋ)J/kが一定値をもつ場合は、
この比率はＳｕには独立である。’

故に、ＴＰに一定の値を与えろとＳｕの値とは無関係に第４章に示されるような

KHTtp＋Kuの値をうる゜
第４表

０４８５１０９４１８８

この表はｄＳｕの減少は所得の成長率を低めるが、だからと言って、そのことは

コンスタントな再生産の拡大率を維持するために、資本を配分する必要性を減ず

るものではないことを物語っていろ。このようにして、表は、我々が自由にでき

る資本の拡大効率をもって完全利用することが人民の所得を向上させるためにき

わめて重要であることを新たに裏書きするものである。

これが、経済の合理化と、多交替制による生産のスローガンの根拠である。

しかしながら、仮定により、ＫｕとＫｐは固定資本だけでなく、流動資本も含ん

でいるということが注意されねばならない。したがって次のような可能性を考察

するのが適当である。

（１）Ｓｐ､Ｓｕは増加するがＫﾘ/f<pがコンスタントであるという形において。そ
の場合､成長率Tpは第(7)式により、△％により、及び第(9)式による増分

－２７－
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によって与えられろ。

(2)Ｓｐ､Ｓｕは増加するが､ＳｕがSpよりも大きく増加するためにＫ光pの値
が増加する形で。

その場合、成長率Ｔｐは(7)によって、又、(9)によって、強度の増加をうろ。

この場合は、経済が、高度の工業化段階に移行したことを物語る。

(3)Ｓｐ、Ｓｕは増加する。しかし、Ｋ派pはSpがSuよりも以上に増加するた
めに減少する。

この場合､Ｔｐはなお増大するであろうが、それはＫﾘｆｐの減少によって
ある程度ゆるやかなものとなろう。このゆるやかにする効果の度合を規定す

るには更につき進んだ分析を必要とする。

再び次を考えてみよう。

Ⅲ｜Ⅲ ＮＤｕ Ｓｕ・Ｋｕ

ＮＤｕ＋ＮＤｐ Ｓｕ。＋Ｓｐ・Ｋｐ

１

１＋ＳｐＳｕ・ＫｐＫｕ

ＮＩ〕リイNDu+NDp)の9つの数値例が第５表に示されている。（TDNロリィ１，，
％）
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かかりやすくするために、ＴＰ､NⅡ)HTVD
は第７図に一図の「工業化」指標K'しｋｐ
の成長の函数として示されていろ。

これら一連の数値やグラフからどのよ，AC
うな推論がなされうるであろうか？’2（

（１）Ｓｕが固定されている場合、Ｓｐが大皿

きければ大きいほど、総国民所得の．Ｓｃ

うちで一定の人民の所得の成長率をＡＣ

維持するために必要なＮＤｕの割合２Ｃ

はますます小さくなり、その際この

生産的蓄積にまわされる部分の低下

は､工業化の程度が低ければ低いほ'蚤
ど、Ｋ汁pが小であればあるほど、Ｇｏ
Ｓｕが小であればあるほど、著しいも４０

のとなる。

（２）国民所得の生産的蓄積にまわされＯ

ろ割合、およびＳｕが一定である場

合は、成長率ＴｐはＳｐの成長と共に'００

：灘離議:■
存している。

第７図

SuolろＢ
Ｉ３８ｏＬｍＩＯＩＴｐ即

匝
、
即
印
夘
印
０

豊鰹

'
２３４５６ ７８．ｇ１０

Ｋｕ

Ｋｐ
Sup94

些
咋

Ｓｕｑ４８５

１十Ｌ／ＬＶｖＤｏＫＵ

ｆｌ９７ ＫＰ
以上の分析は次の問題を分析しつくし

てしまったわけではない。Ｋ'｣Tkpの増加
か、又はＳｐとＳＵの増加によって、Ｔｐの値をどの程度の大きさに変えるのが有

利なのかという指標を与えることはできない。今度はそれが、固定資本に対する

流動資本の比率の増加に依存するからである。

又、今までの分析ではＳｐを増加させるのかそれともＳｕか、それに応じて､Ｋｐ

の流動資本を増加すべきかそれともＫｕか等々に関して、どの方向に我々の努力

を向けるのが有利であるかということを示しはしない。

－２９－



しかし、導き出された諸関連を基礎にして、最短期に最大成長期を達成するた

めには、次のような方針が遂次にとられることが必要であるといいうる。

（１）Ｋｐの極大利用、Ｓｐの増加、Ｋｐの流動資本の拡張

（２）Ｋｕの極大利用、(1)と同様な意味でのＳｕの増加

（３）K9T《pの増加
これらの必要条件は、第５表から第７図までにとられた簡単な例証されるであ

ろう。

国民の消費ＮＤｐが年々Ｔｐ＝８．１７％の割合で成長すると仮定しよう。また、

それを２倍の、16.2％にしたいと仮定しよう。

（１）これはＳｐを８．１％増加させることで達成できる。次に、流動資本がＳｐに

比例し、Ｋｐの２０％であると仮定すれば、Ｓｐを８１増加させるためには、

Ｋｐはそれにより1.62％増加させなくてはならない。

（２）もし、Ｓｕを増加して８．１％から、１５７％（前例よりはいくぶん低い増加）

に高めたいと思うなら、Ｓｕは１００％増加させねばならないだろう。第５表の

第２例、Ｔ＝１５．７は、Ｋ派ｐ－Ｏ２に照応する。流動資本が上記のようにＫＵ
の２０％を占めていろとし、それがＳｕに対して比例的であると仮定すると、

Ｓｕを２０％（100％）増加させるのにＫｕをＫｕの２０％、故にＫｐの４％に
あたるだけ増加させる必要がある。

（３）最後に、一国の工業化によって、いいかえるとＫ端ｐを増大させること
により、ＴＰを増加させたいと仮定しよう。第５表をみれば、Ｓｐ＝0.485、

Su-O485のもとでTpを817％から162％まで増加させるにはISBh
を０．２から０５まで増加させることを必要とする。Ｋｐを一定とすると、この

ことは、Ｋｕを２．５倍、又は２５０％増加させることを意味する。Ｋｐの部分と
して考えるならば、Ｋｕの増加は030Ｋｐとなる。

このようにして成長率を２倍（８．１％から、１６．２％）にするためには、全国民

所得の資本配分を必要とする。

もし我々が、Ｓｐ、Ｓｕ、Ｋﾘｒｐの成長のどれかによってそれを行うとすれば、
Ｓｐの場合、Ｋｐの１．６２％の資本増加

Ｓｕの場合、Ｋｐの４０％の資本増加

ＫﾘT<pの場合、Ｋｐの30％の資本増加

－３０－



この数例は、以上の論証がどの程度の正確さをもつかを示す指標である。この

例は問題を解決してしまうと考えられてはならない。なぜならそれは労働力の増

加に関連した支出（労働者の家、その他）を計算に入れていないからである。

もちろん、Ｓｐ、Ｓｕの増加には限界がある。合衆国のデータをみろと､Ｓｐ、Ｓｕ

が内在的発展の傾向をもたないことを我々は知っていろ。しかしながら、我々の

場合は、多交替労働と生産の合理化によって、ＳＤＳｕを上げる可能性がまだ充

分にあると考えられろ。

我々は、我々の研究の実践的側面を深める可能性を現在もってはいないけれど

も、わが国の電化にふりかかっている特別の役割に注意を向ける必要がある。電

化は総資本の効率（Ｓｐ、及びＳｕ）を高めると同時に、上に述べたすべてのこと

から当然の帰結として、Ｋｿ/f〈pを高めるのである。
次の諸章で我々は全く一般的な形で諸々の成長率間の相互関係を分析する。
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第４章一般的形態におけるＮＤｕ、ＮＤＰ、Ｓｐ、Ｓｕ、Ｋｐ、Ｋｕの
成長率の相互関係について

前章まで我々は高等数学を用いないで成長分析を行なってきた。しかし、微分の

助けを借りてはじめて成長理論のわかりやすさ、明確さ、一般性が与えられる。微

分の利用は、国民所得、資本増加、成長率等の諸概念に、今まで我々が親しんでき

たものとは多少とも異種の数学的内容を与えるものである。特に微分は、敏少の時

間中に起った微少の量的変化、又は量的運動という概念を利用するのである。した

がって、今後、我々がとりあつかうのは－年間に生産された国民所得ではなくて、

ある一定時における国民所得生産の「速度」、すなわち、微少な時間にもたらされ

た人間労働の結晶の微少な成長をとりあつかうのであを。

この一定時における生産の速度は、国民所得が一定速度で－年間に生産された場

合に与えられる国民所得の生産量ではかられるが、それは時間で割られた生産量に

すぎず、単に単位時間あたりの生産の速度となるであろう。

同じことだが、資本の増大についても語られなければならない。諸公式のうちに

はただ成長速度のみが与えられている。

この場合の成長率は一定時における単位時間あたりの加速度と規定されろ。

まずさしあたって、道徳的磨損はないと仮定しよう。わh,われは方程式の限定的

条件をはなれて考えてみよう。（第３章を兄よ）

。ｐ・Ｓｐ・Ｋｐ＝（１－．ｕ）Ｓｕ・Ｋｕ

及び、Ｇｄｐ＋Ｇｓｐ＋ＧＫｐ＝Ｇ（１－．ｕ）＋Ｇｓｕ＋ＧＫｕ

但し、Ｓｐ、。pを増加させる。いいかえれば、資本効率と、蓄積にまわされた生

産物部分とを増大させることにより、成長率ＧＫｕ、GKpが維持されろと仮定する。

他方、工業化、消費財の輸出入が除外されていないとする。

分析の基礎に、我々は微分の形で表現された４つの基本的方定式をあらたにおく。
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その他に
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第１章から、我々にはすでに次のようなことがわかっていろ。

Ｔｐ＝Ｇｓｐ＋ＧＫｐ，Ｔｕ＝Ｇｓｕ＋ＧＫｐ，Ｔ＝Ｇｓ＋ＧＫ

これらの諸方程式は正であるか負であるかにかかわらず成立する。

これらの方程式によれば対生産資本の増加があっても資本効率低下を伴う際は所

得成長率を引き下げる働きをするという逆説的な場合をも露にする。これから明ら

かなことは、労働生産性の増加は、それが結局のところ資本利用効率の増加におい

て表現される場合のみ所得成長率を増加させうるということである。

しかしながら、このような関連は、しばしば労働生産性向上があまりにも高くつ

くことがあるので必然的ということにはほど遠い。

この問題に関して後ほどでふり返るとしよう。

Ｐ部門と、Ｕ部門との資本の成長率の相互依存は次のような形で定式化されうる。

Ｇ

Ⅲ｜小曲いⅨｕ
＋
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７

仙
丁
判
決

一
一
肋
調

ｕ
。

，
ｕ
Ｋ

Ｎ
Ｓ
Ｇ

又は、

Ｋｕ ＧＫＰ

Ｋｐ Ｓｕ－ＧKｕ

これらの方程式から引き出すべき最初の結論は、成長率増大のためにはＳｕが一

定の場合は比率KソKp＝Ｍ増加させなければならないということである｡(第
３章を兄よ）

この公式から、ＮＤｐ・NDuの生産テンポの相互関係が導き出されろ。
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Tu-G圏u-Su-器(Tu-G圏P）
ＧＫｕ，ＧＫｐの大きさ及び変動に関して、特別の限定を付けなかったが、かかる

が故に我々はＧＫｕ，ＧＫｐ，Ｓｕが任意に変化しうるという条件のもとでの函数関係

を分析してみよう。

Ｋｐ
ＧＫｕ＝Ｓｕ－－・ＧＫｐ

Ｋｕ

かくて、

苦豐-÷－帥１K．菱;-竺等ｌ
ＫｐｄＧＫｐＫＵｄＧＫｐ

ＫｕｄｔＫｐｄｔ

－器・÷-．"･(い,-Q､)‐｣需・
-121と．且里Ｌ・Ｇ'“＝二LlL・」Ｌ・ＧｓＵ
ＫｐＧＫｐＫｐＧＫｐ

－ＧＫｐ＋ＧＫｕ－Ｇ'Kp

d-告・器

伽u+÷・器･csu-器鶚･敵。
＝GHP＋Ｇ'Ｋｐ （１）

但し、

又は、

道徳的磨損がないという条件のもとでは、これは最も一般的な公式であり、我々

が関心をもつすべての諸量の成長率とそれの変化の相互関係を表現していろ。

ＧＫｐとＧＫｕは国民の消費成長率を規定しているがそれは方猩式

Ｔｐ＝ＧＫｐ＋Ｇｓｐ

および派生的方定式

Ｔｐ。Ｔ'ｐ＝Ｇｋｐ。Ｇ'ｋｐ＋Ｇｓｐ。Ｇ'ｓｐ

又は、

Ｇ'ｓｐＴ'ｐ＝Ｇ'Ｋｐ.且ｌＬＬＧｓｐ．－
ＴＰ ＴＰ

－３４－



より明らかである。

最初の方程式のＴＰをこれに代入すれば、

ＧＫｐ・Ｇｋｐ十Ｇsｐ・Ｇ'ｓｐ
Ｔ'Ｐ＝

ＧＫｐ＋Ｇｓｐ

Ｔｂはこのようにして、ＧＫｐ，Gspの成長率の加重平均なのである｡

GSPの値が一定の場合、公式は次のように変えろ。

ＧＫｐ．Ｇ'Ｋｐ Ｇ'Ｋｐ

Ｔ'p＝GKp＋Ｇｓｐ－ｉ＋GsシＧＫｐ
Ｇｓｐ＝０のとき、Ｔ'ｐ＝Ｇ'Ｋｐ，Ｔｐ＝ＧＫｐ

このようにして、我々はＴｐ，Ｔ'ｐの、ＧＫｐ，Ｇ'Ｋｐに対する最も密接な関係を明

らかにした。

（ｓｐ＝一定のときには等式が成り立つことまでも）

しかし、成長率方程式(1)の右辺において、ＧＫｐ',Ｇ'Ｋｐの和をもつことがこの２

つの被加数の依存関係の性格を規定していろ。もし、Ｇ'Ｋｐ＞Ｏなら、ＧＫｐは増加

するが等式の左辺よりは小にとどまるであろう。しかしながら、等式の左辺がＧＫｐ

と同じ割合で増加するならば、Ｇ'Ｋｐも同じ割,合で増加するだろう。

もし、等式の左辺がGKpよりも早い速度で増大するならば、Ｇ'ＫｐはＧＫｐよりも

早い速度で増大しなければならない。等式の左辺がＧＫｐよりゆるやかに増大すると

きのみ、Ｇ'Kpはゼロまで低下する。（そのとき）ＧＫｐは極大に達して増大しなくな

る。

まず、等式の左辺の第２、第３の項の和がゼロに等しい場合からはじめよう。こ

のような等式の存在が不可能とは全おいいえない。

ＫｕｌＫｕｌ

－．－．ｓｕ・Gsu＝了了・－.ＧＩ、.Ｇ'0ｍ，Ｋｐ ＧＫｐ ＧＫｐ『

又は、Ｓｕ・Ｇｓｕ＝ＧＫｕ．Ｇ'1ｍ

最近数１０４２のアメリカの経験では、変数Ｇｓｕ，ＧＫｕは負の値をもつことを示し

ていろ。しかしながら、ある一定の条件のもとでは、これらの変数が正値をもつこ

とが不可能なわけではない。一定の成長率GKuを成立させることは全く可能なこと

であり、その場合Ｇ'Ｋｕ＝０となるであろう。同様のことが、Ｓｕ・ＧｓｕＩとついて言

える。
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Ｓｕ・Ｇｓｕ＝ＧＫｕ．Ｇ'Ｋｕの場合、成長率の一般的公式はＧＫｕ－ＧＫｐ＋Ｇ'Kpに変

わる。ＧＫｕ＞Ｇ'Ｋｐのときのみ、ＧＫｐが増大し、Ｇ'Ｋｐ＞０であることが可能になる。

同時に、Ｇ'Ｋｕ＞０なら、ＧＫｕは増大していろといいうる。

Ｕ部門、及びＰ部門の資本の一般的成長、及びこの成長努の限界はどのようなも

のであろうか？

この問題を明確にするために、等式

('）い･＋(：烏･Gsu)-号・鵲･仇。
＝ＧＫｐ＋Ｇ'Ｋｐ

が次のように変形されろ。

Ｓｕ・Ｇｓｕ Ｋｐ・ＧＫｐ
(2)Ｓｕ－（ＧＫｕ＋Ｇ'Ｋｕ）＋

但し、GKu＝Ｓｕ－Ｋﾂ/Ｋｕ・ＧＫｐ
Ｇｓｕ＝０のとき、この公式は

(GKp＋Ｇ'Ｋｐ）
ＧＫｕ Ｋｕ・ＧＫｐ

su-(伽u+仇u)‐昊器器（い,+い，）
となる。

もし、ＧＫｕが増加すれば、Ｓｕ－（GKu＋Ｇ'Ku）は徐々に減少してゆき、最後には

ゼロになる。さて、ＧＫｐが極端な例として一定値を保つ間は右辺のＫｐ、ＧＫｐは徐

々に増加する。分子はそれゆえ一般には正であろう。

分母のＧＫｕはＳｕより大きくはなり得ない。かくして、左辺がゼロになるときは、

ただＫｕが無限大になるときのみこの等式は成り立つ。

これは明らかに－つの制約性をあらわしており、理論的関心をひきうる場合であ

るが、それは与えられた函数の性格を明らかにするにすぎない。ＧＫｕが増加して

Ｓｕに近ずき、ＧＫｕは減少して、ＧＫｕ＝Ｓｕのとき０になる。

とのようにして、資本Ｋｕの成長率はこの資本の利用効率によって制約されてい

る。Ｓｕ、ＧＫｕの成長こそがその限界を増大させるのである。

ＧＫｕ＝Ｇｋｐ＋Ｇ'Ｋｐ、かつ、Ｇｓｕ＝０，０Kｕ＝０，ならば限界において、ＧＫｕ＝

Ｓｕ＝ＧＫｐ＋ＧＫｐ

ＧＫｕ＝Ｓｕが、GKpの限界でもあることがわかる。Ｇｓｐ＝０ならＴｐの限界も又
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Ｓｕであることがわかる。これら諸々の極限値はＫｕが無限大にまで増加したときに

得られる。しかし、ＳｕがＧＫｕ、ＧＫｐの限界であるいは、Ｋｕ＝｡。のときだけのも

のではない。‘～

GKu＝Su-KP/Ｋｕ・ＧＫＩ

という方程式から、ＧＫｕでかつ、Ｋｐ、Ｋｕがその極限値に近ずくときはＧＫｐ＝

０となることがわかる。これは次のようなことを意味する。すなわち､Ｕ部門の総

生産をＫｕ増加のために使うとしても、Ｋｕの成長率はＳｕをこえることはできない。

このことは方程式ＮＤｕ＝Ｓｕ・Ｋｕ、又は

ｓｕ=砦
からも明らかである。

これらの諸考察はＰ部門の資本成長率を高める様々な可能な方法を示していろ｡

（１）固定した、一定の成長率がＵ部門の資本には成立しうる。一定の初期比、

ＫｐＫｐ、一定のＳｕの値が与えられれば、ＧＫｐの初期値は、

方程式。,雌＝器(Su-G"）
で規定されろ。ＧＫｐはＧＫｕになるまで増加するだろう。その時まではGKpより大

であり､比率,Ⅸ＝（KγKp）は、

ＧＫｕ

’Ｋ＝Ｓｕ－ＧＫｕ

という限界にまで徐々に増加するだろう。

(2)ＧＫｕの一定の初期値がある場合、ＧＫｕの￣定の大きさが採用されうるが、それ

はいpより大きなものでなくてはならない。GKuが増大して､望ましい大きさに達
する方法や時眺又はい,11かゼロに等しくなる瞬間を任意に計画することができる。

この(2)の場合は､((1)の場合よりもGKpの初期値は大きな値をとりうるが､GKpの計
画値はより長期にわたってはじめて達成されうるだろう。

政策立案者はどの程度の成長率GKu、Ｔｐが可能であり望ましいものであるか、

又、これらの成長率はどの程度まで達成しなければならないかを決定しなければな

らないだろう。技術者、統計学者はどのような期間にどの程度の効率係数が達成可

能であるかという指標を与えるべきである。そうすれば社会計画者は国民経済の発
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展計画を立案することができるであろう。

これまで、我々の計算は労働力を考慮に入れないで進められてきた。しかし、労

働生産性の不充分な成長のもとでの限定的労働力の成長は、遠くはあるが、一つの

限界となりうる。この問題は次節で検討されろ。

今まで我々が検討したあらゆる場合において、ｄＫＰは正の数にとどまり、発展過

程の極限的な時点においてはゼロに近ずき、（近似的には）ゼロに等しくなる。こ

のようにして、我々はＰ部門諸資本の成長率が成長し発展過程において安定化へ向

かう場合をとりあつかってきた。Ｓｐを一定とすると住民の消費はＫｐの変動に従う。
Ｔｐ＝Ｇｓｐ＋ＧＫｐ

であるから、Ｇｓｐが一定なら

Ｔｐ＝consｔ＋Ｇｋｐ

しかし、０Kｐ＞ＯはＳｕが一定で、Ｇ'Ｋｕ＞Ｏならば、ある限定までＧＫｕ＞ＧＫｐ

（等式(1)）であること、すなわち、生産的蓄積の比較的に大きな部分がＰ部門より

も、Ｕ部門に向けられることを意味する。

このようにして、極限において安定した産業（「成長」）の構造へと導く、生産

機構の「高められた産業」（「成長」）の構造の場合をとりあつかってきた。

しかしながら、初期において、ＧＫｐ＞ＧＫｕであるような蓄積配分も考えられる。

そのような場合には生産機構が悪化するであろう。

Ｓｕが一定ならば、これは（等式(1)）より、

０>いu-い,.Ｍo>い,+Ｍ<,･器･仇。
となり、これは次のような条件において可能であることを示すだろう。

(1)ＧＫｐ＜０，０Kｕ＜０のとき、いいかえれば、Ｕ、Ｐ両部門の資本の成長率が

低下する場合。ＧＫｐの低下がＧＫｕにくらべて大きいか小さいかによって、ＧＫｐが

ＧＫｕに近ずき、機構の産業構造の螂上が、ＧＫｐ－ＧＫｕまで進むか、そのような均

衡状態が遠のくかのどちらかになる。この後者の場合には生産機構の悪化は際限な

くつづく。このことは、ある国でこのようなＫｐの成長率が採られてもそれは維持

しがたいであろうことを示していろ。

(2)ＧＫｐ＞０、Ｏｋｕ＜０の場合
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o>い,＋号・型･仇。ＧＫｐ

但し、次の場合に限る

」ilL．且lLlL．Ｇ,Ｋｕ＞ＧＫｐ
ＫｐＧＫｐ

Ｋｕ・ＧＫｕ．Ｇ'Ｋｕ＞Ｋｐ・ＧＫｐ・ＧＫｐ

ところで、我々の条件のもとでは、他の国々の場合でもありそうなことだが、

ＫｕがＫｐより小さく、ＧＫｕは仮定により、ＧＫｐより小さい。一万、１０Kulは、

ｌＧ/kplの数倍もある。このことにより、ＧＫｕが負になり、Ｋｐのそれ以上の成長

がＫｕの成長の減少によってのみ可能となるまでは、Ｋｕの成長を急に低くすること

になる。これは国民経済の産業の生産機構が急速に悪化し、ＧＫｐ＝０，Ｋｕ＝０の

状態にまでなる場合である。

(3)Ｇ'Ｋｐ＜０、Ｇ'Ｋｕ＞０のとき、

Ｏ>い,+借．処.G,ｍＧＫｐ

但し、Ｋｕ・ＧＫｕ｡Ｇ'Ｋｕ＜Ｋｐ・ＧＫｐ。（－Ｇ'Ｋｐ）

これが、産業構造の機構の悪化が静止する場合であることを証明することはむず

かしいことではない。ＧＫｐは減少し、ＧＫｕは増加するのである。限界において、

ＧＫｐ＝ＧＫｕと均衡が再生する。しかしそれは安定した生産機構の産業構造を伴う

であろう。

Ｓｐ、Ｓｕの変化は、盤産機構の発展における相互関係を根本的に変えるもので

ある。このことは次の式から明らかである。

皿一旦ＬＭ又は､器.、=ＭＳｕ

同一の機構の構造が与えられれば蓄積と消費の比率はＳｕが増大する場合は蓄積

に有利に変化し、生産構造が高まるだろう。たとえ１Ｋが減少しても、Ｉｎｄの増大

は可能である。他方もしＳｐが増加すれば、１Ｋか又はＳｕが増加する場合にのみ生

藤構造は維持されうる。このことはＳｐの増加がＮＤｐの減少を導くことを意味する

わけではなく、むしろNDPがＳｕの成長をもとにして増加した場合には、Ｔｐが更
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に増加すること、あるいはそれを新しい水準に維持することさえも、Ｓｕ、又は１Ｋ

の増加なしには不可能なことを示して〕|ﾊろ。もし1Kを増加させることを考えず、

ＴｐがＳｐ、Ｓｕの急速な成長によって一定の高いレヴェルに維持されるとすれば、

我々の発展においてはこの場合にすみやかに到達することが可能である。

Ｓｕ
ＧＫｐ＝ＧＫｕ＝ ＝ｃｏｎｓｔ

'+帯

であるような経済は特別の関心をひくものである。上のような分析により、すべ

ての経済発達は窮極的にはこの点に到達することを示している。この状態はいつま

でもつづき、混乱や、変化をもたらさない動的均衡の唯一の条件である。したがっ

て、それを「安定的で調和的、又は比例性のある経済の勤学的均衡」と名づけよう。

略して、その状態を「調和的発展」とよぼう。

Ｋｐ、Ｋｕの完全利用、技術水準が一定であるという仮定のもとでは、Ｓｕは極大

でかつ一定の値をとろであろう。調和的発展の条件からの乖離は、技術上の諸発見、

Ｓｕの増加、ＧＫｐの減少によるＧＫｕの増加の際、おこりうる。

後者は、Ｋｐの成長や消費財の供給増大を減少させるか、時には完全にくいとめ

るかしないことにはおこり得ないことである。かくして資本の完全利用、人口、及

び消費の増大という条件下では、より高い工業水準に移行する期間においては、あ

る程度の市場の緊張なしでやってゆくのはかなり困難なことであろう。かくして、

資本の利用効率Ｓを増加させるという任務は必迫しているのである。

導き出された諸公式を基礎とすれば、資本主義経済が常におちつくところの「調

和的均衡」状態への弁証法的移行として資本主義社会の恐慌を検討することもでき

るだろうが、我々はこの特殊問題に今かかわっていることができない。ただ、我々

は次のような事実に注意をむけておこう。アメリカ合衆国をはじめとして資本主義

諸国では、Ｓが低下する傾向を示しているが、これはＫﾂKpの増大によって補償
されなければ成長率の低下をもたらすであろう。

このようにして、現時点における「調和的均衡」は資本主義経済の成長率の低下

をもたらすであろう。
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第５章「調和的発展」の条件

（ＧＫｐ＝ＧＫｕ、１Ｋ＝一定）

Ｓｕ＝一定、ＧＫｐ－ＧＫｕのとき、３０８頁の(1)式は、

仇u-G"一触,+器.且.仇ｕ－ＯＧｋｐ

及び、Ｇ'Kp＝－－．且l21L．Ｇ'Ｋｕ＝－ユさlと．Ｇ/ｋｕ
Ｋｕ

Ｋｐ ＧＫｐ Ｋｐ

Ｋｕ、Ｋｐは当然正であるから、この式はＳｕが一定のときは調和的発展のもとで

はＧＫｐとＧＫｕの両方が増加することができないことを示している。ＧＫｕとＧｘｐに

関する基本的公式からみてもこれは明白である。

GKu＝Ｓｕ－－ｌ２ＬＧＫｐ
Ｋｕ

Ｓｕ、ＫＰＫｕが一定のときは、ＧＫｐとＧＫｕの同時的な成長は不可能である。

ＫｐＫｕが一定なら、Ｓｕが増大するに相応して、ＧＫｕとＧＫｐは同時的に成長しうる。

もし、ＧＫｕ＝ＧＫｐ＝一定、Ｓｕ＝一定、なら

Sｕ
ＧＫｕ＝ＧＫｐ－

1＋Ｌ
ＩＫ

これらの諸条件は第３章で検討された。調和的発展の概念を１Ｋが一定でＳｕが変

化する場合に敷桁して考えてみよう｡

その場合、ＫｕＫｐ＝１Ｋ＝一定

Ｋｕ＝１Ｋ．Ｋｐ

ｄＫｕ ｄＫｐ
－＝ＩＫ－

ｄｔ ｄｔ

Ｋｕ・ＧＫｕ＝１Ｋ．Ｋｐ・ＧＫｐ ＧＫｕ＝ＧＫｐ

同じようにして、Ｇ'Ｋｕ＝Ｇ'Ｋｐが証明されよう。次に、ＧＫｕとＧ'ＫｕをGKp、Ｇ'Ｋｐ

におきかえると、（３０８Ｐ）の(2)式は、
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Su-(い,+い,)+ミニ二号L=÷(Ckp：

(G"+伽川{!+吉}-Sm{!+器｝

‘･(什器）
ＧＫｐ＋Ｇ'Ｋｐ＝ ＝ＧＫｕ＋Ｇ'Ｋｕ

，＋」－－
１Ｋ

(ＧＫＰ＋Ｇ'Ｋｐ）

初期時点ではＧ'Ｋｐ＝Ｇ'Ｋｕ＝Ｇｓｕ＝０及び

Ｓｕｏ
ＧＫｕｏ－ＧＫｐｏ＝

1
1＋－

１Ｋ

第６章成長率一定での不均等発展

（ＧＫｐ＝一定、ＧＫｕ＝一定､ＧＫｐ＝ＧＫＵ）

基本的方程式を考察しよう。

Ｇ畷u＝Su-BSｿ/Ku･ＧＫｐ
ｄＧＫｐｄＧＫｕ
－－－＝０

(1)

dｔ dｔ

を用いて、(1)をｔに関して微分すれば

。小量=､当
従って､GKu＝GKp-Su･GsソGKp．ＫツＫｐ
(1)、(2)より、

仙一小

(2)

Ｓｕ・Ｇｓｕ Ｋｕ
.－＝Su-」ｆＬ・ＧＫｐ

Ｋｐ Ｋｕ
ＧＫｐ－

ＧＫｐ
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したがって、

ＧＫ;．（１＋

故に

)/1K)－αp・Ｓｕ－Ｉ“・Gsu＝０

S＆＋４（１＋1K）Ｓｕ・ＧｓｕＳｕ＋
ＧＫｐ＝

2（'＋シ'艇）

(3)＝ＧＫｐ－Ｇｓｐ

及び、，K＝Ｓ〆Ｓｕ･Ｉｎｄだから、

Ｓｕ＋

(4)ＧＫｐ＝、二・■「

２（1＋SツSpyInd）

これらの公式は制限された条件のもとで構成されているとはいえ、すべての成長

率が一定であるという条件のもとではじめて拡大再生産の過程をその全構造にわた

って満足いくだけ完全に解明することができるのである。なぜなら短期間において

は諸成長率は一定とみなしてよいからである．これらの諸式は、Ｔｐを最もはやく

増大させる方法は、ＳｐとＧｓｐをまず増加させ、次にＳｕとＧｓｕ、そして最後に1Ｋ

とＩｎｄを増加させることであることを確証していろ。それ故、最後の7万はＳｕ､Ｓｐ

がＯに等しい場合でも除外するものではない。

Ｓｐ、Ｓｕが一定のとき、Ｔｐの１Ｋに対する依存関係は第７図で明らかにされた。

Ｔｐが一定のとき

ＮＤＰ＝（ＮＤｐ)。・ＥＴ．ｔ （５）

但し、（ＮＤｐ）｡は初期の総消費。

等式(5）は(3)、（４）と共に､すべての変数の成長率が一定のとき、総消費の成長

法則を与えるものである。成長率GKu、ＧＫｐが一定ではあるが等しくないとき、

１Ｋは連続的に変化することを述べておかねばならない。

Ｇ'Ｋｕ＝０で、Ｓｕ、１Ｋ、Ｇｓｕがすべて変化するとき、次の微分方程式により

ＧＫｐがきまるだろう。Ⅷ

dＧＫｐ

ＧＭ＋☆)-su､い,＋ 1Ｋ・Ｓｕ・Ｇｓｕ＝０
dｔ

－４３－



第７章総消費の成長率。諸階層への所得配分、賃金および

労働生産性。

これまで我々は労働力や労働生産性、国民所得の配分を捨象して生産過程を検討

してきた。しかし、生産的労働に雇用されていない人々に消費手段の一部を割当て、

同時に労働者の労賃を維持しかつ増大させる必要があることは、再生産過程の発展

のために、新たな補足的条件を形成するのである。

生産的労働に雇用されている人々に分配される消費財部分をＮＤｐｍで示そう。

ＮＤｐｖ＋ＮＤｐｍ

ＮＤｐｖ
又は、ＮＤｐｖ＝Ｖｐ・ＮＤｐ、ＮＤｐ＝－

Ｖｐ
(1)

但し、Ｖｐは任意係数。

生産的労働に雇用されている人数を、、労働生産性をｅ、実質賃金をｎｄｐｖで示

せば次のような等式が成り立つ０

ＮＤｐｖ ＳＫ
ｎ＝－＝－，

ｎｄｐｖｅ

Ｋ
Ｄ
Ｓ

Ｎ

Ｖｅ

但し、Ｖｅは任意係数。

等式(1)、(2)及び前のものより、

NDp＝Vｼ/Vp.（Sp･Kp･Su･Ku)＝V〆Vp.（NDp＋NDu）
これより､NDp(１－Ｗ/Vp)=VｱVp･NDu

．．』』且｣Ｌ＝_ＹＬ－１
ＮＤｐＶｅ

＋二一一鶚儂-０
今度は資本利用効率（Ｓ）の労働生産性に対する関係を考えてみよう。

総生産はｓ・Ｋで表わされていろ。ｅは労働生産性、ｎは労働者数を表わすから、
Ｓ・Ｋ＝、。ｅ

Ｓ＝n.;/Ｋ

－４４－



特に、

ｎｐ●ｅｐ ｎｕ●ｅｕ

Ｓｕ＝＝
Ｋｕ

Ｓｐ＝ 、

Ｋｐ

ｅｐ

ｓｐ＝了【ｱﾃ万

與
町

ｅｕ ｅｕ

Ｓｕ＝了ｱﾃ丁一ｋｎｐ
ｅ ｅ

ｓ－Ｉﾌ〒－－石７－
但し、ｋｎは生産に雇用された一人当りの資本（資本装備率）。

このようにして、資本利用効率は労働生産性と資本装備率の関係によっても規定

されろ。

結論的には、国民所得の配分、労働生産性、労働者一人当りの資本規模等の関数

としての成長率ＧＫｐ＝（Ｔｐ－Ｇｓｐ）は次のような式で規定されろ。

Si＋４（1K＋ｌ）・Ｓｕ･ＧｓｕＳｕ＋
Ｔｐ－Ｇｓｐ－Ｇｋｐ＝

2（'＋)/1K）

sｼ'ＷＷＤ+1ﾙ会(・ソ加）eソknu＋ (eソknu)2＋4〔

）,(Ⅱ
１

SpSu．（ViWe-1）

γknu＋ '’

[〕、

『
４

Ｆ
Ｌ

＋１
ｒ
ｌ
－
Ｌ

２

］
１

Ｓ９/Su（NリNDp-1）

－４５－



eγknu＋

］`[Ⅱ
１

SツSⅢ．ＮDソNDp

これらの公式から、次のような推論がなされろ。

(1)住民の消費の成長率の増加は、労働生産性の増加に依存するだけでなく、労

働生産性の資本装備率に対する比の函数でもある。(2)住民の消費の成長率は総国民

所得の消費部分の低下と蓄積部分の増大によって大きくなる。(3)諸式の上述の諸要

素の厳密な数学的依存関係である。

この諸方程式を最後に我々は全体を述べたことになる。我々は住民の消費の成長

率の依存関係と、消費そのものを労働生産性、実質賃金、生産過程に直接にたずさ

わっている人々とその他の人々の間での総所の分配等の関数として明らかにした。

我々には次のことがわかる。すなわち、労賃の労働生産性に対する比（Ｖｅ）が大

であればある程、あるいは一定の労賃のもとで総消費における労働者大衆のわけ前

が（Ｖｅ）が少なければ少ないだけ、住民の所得の成長率は低くなる。

しかしながら、これらの前提からあまり単純に結論を出すことはさしひかえねば

ならない。

問題は次のような点にある。労働生産性（ｅ）、資本効率（ｓ）は著しく国家の

科学、教育、統治の機構に依存し、ＮＤｐｍを減少させるということは、我々の条件

のもでは、熟練工の不足、国家の計画機構で計算・管皿に従事する人員の不足によ

って最も険悪な予盾をつくり出すことになるかもしれない。

工業国の経験や浅々の経験を学ぶことのみがｖｐの適正規模の問題を解決しうる

のである。又、国防に必要な支出の規模はある都合があって数学的には規定できな

い。われわれは今後ともにすべての分析を過剰労働力が存在するという条件のもと

で行う。国内でかなりの失業者がおり、持続的な農村の構造的過剰人口があり、数

百万の労働者には手ぶくろとシャベル、あるいはそういう煩のもの以外には何もな

いときには、最小限しかないのはもちろん労働者ではなくて物的形態をとる資本で

あると我々は考えろ。その蓄積テンポ、及び資本投下効率はこのような条件のもと

－４６－



で国民所得の成長率を規定する。

現在の大量生産は細分化された分業にもとずいており、農村から流入する貧農大

衆の労働が利用できるのであるから、熟練労働力は限定条件とはかなり得ない。熟

練労動力の準備は基本的な物的資本投下と比較すれば問題になり得ない。

労働力の存在が最低であるようなすべての条件を検討しよう。

一般に、ＮＤ＝Ｓ・Ｋ

ＮＤ＝ｅ・、

そのとき、

Ｔ＝Ｇｓ＋ＧＫ（１）

Ｔ＝Ｇｅ＋ｏｎ（２）

Ｇｅ＋Ｇ、＞Ｇｓ＋ＧＫならば

国民所得の成長率は次の等式によって規定されろ。

Ｔ＝Ｇｓ＋ＧＫ（１ａ）

Ｔ＝Ｇｅ＋Ｇｎ（２ａ）

この後の式では、成長率を規定している基本等式の体系は同じままであるが、二

つの附加的な、前のとは無関係な方程式が得られる。

ＮＤｐ＝、ｐ・ｎｐ

ＮＤｕ＝ｅｕ・ｎｕ

ｎｐ、ｎｕの成長率を規定するのはひどく困難なことではない。人口増加と、そ

の構成に関する予測は我国の経済学者達によって様々な形で行なわれてきた。労働

生産性に関しては事’盾がどちらかと言えば悪い。具体的な経済再建を基礎にして、

工業国を模範とし、極度に後進的な技術組織へ移行する以上、近々数年間、あるい

は２０年間のｅ及び、を規定することができるであろう。しかし、計画経済が技術

面で世界の指導的立場に立ち、そして又、労働力が限界にまで利用されるならば、

技術的改善の予測は現実的問題となり、技術的再建の予測的計画はあらゆる計画作

業の中心になりうるであろう。

最後に、成長率Ｔｐの労働者数の増加と、拡大再生産にともなう労賃の成長

これは、もし、失業大衆が雇用労動者と較べて低い食料で我慢することになれば

当然おこることであるが、に対する依存関係を表わすと、

ＮＤｖ＝ｎ．ｎｄｐｖ

－４７－



但し、ｎｄｐｖは前と同じく。生産に雇用された－人当りの平均実質賃金(貯蓄を除

く）。

そのとき

ＮＤｐｖ
Ｖｐ＝－

ＮＤｐ

ｎ．ｎｄｐｖ ｎ．ｎｄｐｖ

ＮＤｐ ＮＤｐｖ＋ＮＤｐｍ

ｎｄｐｖ
一方Ｖｅ＝－－－－

ｅ

このとき

Ｖｐｎ・ｅｎ・ｅ

ＮＤｐｖ＋ＮＤｐｍＶｅｎ・ｎｄｐｖ＋ＮＤｐｎ

Ｔｐ－Ｇｓｐ＝

十

肋 、

目ＩＤＶ＋ＮＤ面

丁］'[Ⅱ
１

二一(…帯D、

この公式は、労働生産性、労賃、雇用労働者数、非生庫者の消費に対するＴｐの

依存を示すものである。

第８章道徳的磨損と成長率

第２章では、国民経済の諸要素の相互関係が消費手段の生産量一定の場合におい

て設備更新を行うという観点から検討された。

今度は道徳的磨損に対する消費成長率の依存関係を追跡しよう。ふたたび成長率

と道徳的磨損が一定であるというのが限定条件となる。

Ｋｕ＋Ｋｐ＝Ｋ

を思い出そう。

－４８－



もし単位時間の道徳的磨損が、Ｋのａ形であるとすると、Ｕ部門の生産からこの

期間中に道徳磨損による更新のために、ａＫだけ割当てなければならない。

このとき、

NDo-So･KFO.K+△K-.K+÷

NDu＝」liL十二ｌｉＬ＋aK＝GKp＋ＧＫｕ・“u＋ａＫ
ｄｔ ｄｔ

Ｓｕ・Ｋｕ＝ＧＫｐ・Ｋｐ＋ＧＫｕ・Ｋｕ＋aK

GKu＝Su----lLL．αｐ
ａＫ

Ｋｕ Ｋｕ

ＧＫｕの一次導関数はゼロとなるから、われわれは次の式をうろ。

Ｇｘｐ（Ｋｐ・ＧＫｐ－Ｋｐ・ＧＫｐ）＋ａ（Ｋ・Ｇｘ－Ｋ・GKu）

＝Ｋｕ・Ｓｕ・Ｇｓｕ

一方Ｋ・ＧＫ＝Ｋｐ・ＧＫｐ＋Ｋｕ・ＧＫｕ

であることに注意すれば

S＆＋４（１＋い）・Ｓｕ・ＧｓｕＳｕ＋
Ｔｐ＝Ｇｓｐ＋ ￣ａ

２（１＋ツ1K）

このようにして、道徳的磨損は、Ｇｓｐ、Ｇｓｕの成長によって補償されな

いならば、急速に住民の実質所得の成長率の低下となってはねかえってくるで

あろう。生産に雇用された人間一人当りの資本効率に対するＧｓｐ、Gsuの関係は

前章において明らかにされた。ここでは資本の咽構造"を吟味する必要があると我々

は考えろ。

次の式を見よう。

Ｓを増加させるにはｅの成長がｋｎの成長を超えねばならない。ｋｎは生産設備

knmと流動資本kｎｏとからなる。生産性ｅは設備knmの価値に比例して成長する

－４９－



ことは明らかである。したがって、ツknの増加は流動資本の加速と、ｋnoの成長

のｅとｋｎｍの成長からのおくれによって進行しうる。

労働過程の加速化は同等の大いきにおけるｋｎｍの相対的減少にも反映されろ。

そのような場合の特徴な例はのろのろの蒸気機関から速く回転する蒸気タービン

への移行である。

生産のより高度の自動化に必要な複雑化による機械価格の上昇は、反対に作用す

る力である。

今ここに述べられた問題に関して、二つの対立するが同様にまちがづている見解

がある。

ある人々は、資本効率の向上は不可避に生産の技術的改善や労働生産性の向上を

伴うと考えている。問題はｅではなくて，/knの上昇であり、この二つはとうてい

同一のものではないことを我々はみた｡資本主義社会のもとでは経営者は〆knの

増加ではなくて、利潤の増加に心を配っていろ。単位生産物当りの労働力の価値

（労賃一定）が労働生産性向上によって減少し、生産物価値に対する不変資本の比

が減少することがなければ利潤は上昇することも可能である。次のことを忘れては

ならない。利用時間数が一定であり、労働熟練度及び価格が一定であるときに（資

本利用効率は一つの技術係数であり、純粋な経済上のカテゴリーではなく、資本構

成だけに左右されて変動するものではない。

我々の目標は資本主義経済における企業家のものとは違っていろ。

生産の極大で急速な拡大に関心をおいたならば､我々は単に労働生産‘性や利潤の

増加だけでなく、資本效痒iの増加にも心を配らねばならない。

もう一つの議論は、資本の有機的構成の高度化は不可避に資本効率の低下をもた

らすという主張である。これは価格が下り、資本効率の増大に作用している技術的

要素が単位生産物あたり労働力価値と剰余価値の低下に矛盾しないような場合にの

み言えることである。

くり返して言うと、不変価格におけるプロセスを反映している我々の概念での資

本効率はまず技術係数であり、これの成長は資本主義的発展法則に直接には支配さ

れるものではない。我々の条件においてのみそれは重大な,意味を獲得するものであ

り、社会主義経済こそ、それの成長条件でなくてはならないｂ

しかしながら、その必然性は何ら自然発生的なものでもなく、向明の翅でもあり

－５０－



えない。

我々は資本主義社会におけるすべての技術過程は極大利潤の法則に支配されてい

ろという、利潤の絶対的意義という観念のもとに育ってきた。先進資本主義国の完

成した技術を分析したり、我々が指摘した基準を添加することもなく借用して、問

題に正しいアプローチをし、成長率の増大のために出来るだけのことをすべて敢行

しているわけではない。この問題に関して言えば、資本効率の増大を伴わない埴

徳的磨損〃は特に危険である。

しかし、資本在義社会は大量生産や、資本効率の増大、労働過程の加速化等々の

問題を解決しないと考えてはいけない｡しかし、管理された無制限の消費市場をも

っている我々の社会主義経済の状況でのみ決定的な意味をもたなければならない｡

第９章自由な世界市場関係が存在する場合の成長率

資本の構成は不変i部分と可変部分とであるが､ある与えられた水準に消費手段の

生産を維持するには、生産用具と生産手段のたえざる更新なしには不可能であるか

ら、ＵとＰの生産構成はほとんど同じでなくてはならない。しかし､両部門の生産

手段と消費手段の生庫の間の量的、質的比率は全く相異するのである。Ｕ部門にお

いては著しく生産手段と用具が多く、Ｐ部門においてはより低い比重を占めろ。

このことがIili部門の生産機構の技術的物質的構造の相違を規定している。

これにより封鎖経済の条件のもとでは、全生産機能Ｋの構造は次の比率をかなり

著しい程度にあらかじめ決定しあしまう。

Ｋｕ ＮＤｕ
ｌＫ＝－、 Ｉ、。＝－

Ｋｐ ＮＤｐ

ｒｌｌｌ１な対外関係がある場合はいくぶん事'情が異なってくる。

外国市場でＮＤｐの一部分を交換することによって､佃際価格のもとでＮＤＭこ

に属する商品の等価物をうけとることができる。（もちろん、外国市場の広さと競

須条件がこれを阻害しない場合である）。

したがってＫγＫｐは′Ｍｉの選定からみれば、ある場合には任意にとることがで

きる。
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国民の消費需要の規定的な極小満足の必要のみがこれの限界になる。

これにより

ＮＤｐ＝Ｓｐ・Ｋｐ

の大きさがあらかじめ決定される。

全余剰（Ｋ－Ｋｐ）はそのまま新資本の直接的生産のためか、又は資本Ｋｕ、Ｋｐ

の増加に必要な商品とひきかえに国外で交換されうる商品生産に役立っている機構

として利用されうる。

このようにして封鎖経済において特に比率１Ｋに関して、資本GKp、GKuの成長

率に大きな興味をもち、次に自由な国際関係の条件のもとで主に次の比率に注意を

むけなくてはならない。

ＮＤｕ
ｌｎｄ＝－

ＮＤｐ

今から行う分析の基礎に次の式をおく。

１

(Ｔｐ－Ｇｓｐ）（１）Ｔｕ－Ｇｓｕ＝Ｓｕ－

ﾕＬＩｎｄ
Ｓｎ

これは次の諸式から得られたものである。

ｐＫ

Ｇ
●Ｋ

兜
町
伽
ｐ
Ｋ

ｕ

ｌ
＋
＋
Ｋ
・

ｕ
ｐ
ｕ
ｏ
ｕ

Ｓ
ａ
倣
印
調

Ｆ
－
－
－
－
－
ｕ

ｘ
ｐ
ｕ
Ｄ
Ｄ

Ｇ
Ｔ
Ｔ
Ｎ
Ｎ

単純な場合からはじめ、徐々に複雑化していく諸条件におけるこの式(1)の値を考

察してみよう。

(1)まずＳｕ＝一定、Ｓｐ＝一定

Ｓｕ＝Ｓｐ、Ｇｓｐ＝Ｇｓｕ、Ｔｐ＝Ｔｕ

とすると、方程式(1)は

－５２－



(器引）
Ｓｕ

Ｔｐ＝Ｔｕ＝
１

１＋

SシSu、1,.

Ｔｐ、ＴｕはＳｕが大きければ大きくなり、比率ＳｐＳｕ、Ｉｎｄとは逆の多曲線

的関係にあるだろう。

このようにして、このような条件のもとでは效摩i極大で生産されるものを輸出し、

効率極小で生産されるものを輸入することが有利である。～

この公式から次のような式が得られる。

Ｓ

Ｔ＝Ｔｐ＝Ｔｕ＝

１＋シＩｎｄ
Ｓ・ＮＤｕ Ｓ・ＮＤｕ

Ｓ

l＋NDシNDp

ＮＤｕ＋ＮＤｐ ＮＤ

かくして、総国民所得とその各部分の一定の比例した成長、Ｕ、Ｐ両部門の資本

の同等で一定な効率がある場合、国民所得の成長率は生産的蓄積にまわされる国民

所得部分、及び資本効率に比例する。

（２）Ｔｐ＝Ｔｕ、Ｇｓｐ＝Ｇｓｕとしよう。

このとき、

Ｓｕ

Ｔｐ＝Ｔｕ＝Ｇｓｐ＋
１

１＋

＿且Ｌ・Ｉｎｄ
Ｓｕ

Ｔｐ＝Ｔｕで、Ｉｎｄ＝一定なら、Ｔｐ（＝Ｔｕ）はGsp、Ｓｕとともに増加す

,ｎｄが大きければ大きいだけＳｐＳｕも大きい。

Ｔｐ＝Ｔｕとすれば

もし、

ろので、

（３）

Ｇｓｕ

Csp＋Ｓｕ＋Ｓ､/Ｓｕ、１，．
Ｔｐ＝Ｔｕ＝

１
1＋

S，/Ｓｕ・Ｉｎｄ
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βGsp＝Ｇｓｕとすると、式は次のような形になる。

十

歳一帥[]＋ Ｓｕ

(3)Ｔｐ＝Ｔｕ＝
１１

１＋ １＋

SF/Ｓｕ・Ｉｎｄ SF/Ｓｕ・Ｉｎｄ

この公式は前のものより一般的な型になっていろ。β＝１とすると前の式と同一

となる。

もし、β＞１であるとするとＴｐ＝Ｔｕは前の場合より大きくなる。

β＜１ではその逆である。

自由貿易の場合、１，．は任意に決定されるから、Ｉｎｄが大きければそれだけ成長

率は高くなるだろうが、初期の国民の需要充足は低下するであろう。

（４）ＧＫｐ＝Ｔｐ－Ｇｓｐ＝const、ＧＫｕ＝Ｔｕ－Ｇｓｕ＝const

の場合を考えてみよう。

Ｐ１５４の方程式(1)、（2)は、このような条件のもとでは次,のようになることがわ

かる。

Ｓｕ＋

Ｔｐ＝Ｇｓｐ＋
Ｓｕ

２１＋
Ｓｐ・Ｉｎｄ

Ｓｕ＋
Ｓｕ

Ｔｕ－Ｇｓｕ＝Ｓｕ－ ●

）
／

2▲'＋
Ｓｐ・Ｉ、。 Ｓｕ

Ｓｐ・Ｉｎｄ

Ｓｕ＋

Ｔｕ＝Ｇｓｕ＋Ｓｕ－

2（Sp/Sﾛ．Ⅲ＋,）

－５４－



資本効率一定という唯一の制限がある場合の成長率の相互関係を考（５）最後に、資本効率一定という唯一の制限があＺ

してみよう。

（Ｇｓｐ＝Ｇｓｕ＝０）

議論の基礎に、Ｐ１５４の方程式(1)、(2)を仮定する

ＧＫｕ
（１）。－．Ｇ'ｋｕ＝ＧＫｐ＋Ｇ'Kｐ

ＧＫｐ

ｐ

Ｋ
Ｋ

Ｇ

Ｋｐ・ＧＫｐ
(GKp＋Ｇ'Ｋｐ）（２）Sｕ－（ＧＫｕ＋Ｇ'ku）

Ｋｕ・ＧＫｕ

他方
ｐ
β
ｐ

Ｔ
Ｔ

ｌ｜ご▲』一一

町
伽
Ⅲ

●ｐ

Ｓ

、
ｕ

ｕ
Ｊ

Ｔ
Ｔ

’’一一一

ｍ
沖
ｈ

Ｇ
Ｇ

Ｋｐ Ｓｕ・ＮＤｐ

方程式(1)、（2)は次のように変形される。

Ｓｐ・ＮＤｕ Ｔｕ
⑫．－.ＴＵ＝Ｔｐ＋Ｔ'ｐ

Ｔｐ
Ｔｕ－

Ｓｕ・ＮＤｐ

So-m+川-号･器･号(T,+Tb） ⑫

これらの表式は方程式(1)、(2)（Ｐ－１５４)のものとあまりかわらない。そこで、語

られたことのすべてはここにも完全に移されている。

ただ､比率ＳツＳｐの増加が成長率に対してもっているところの重大な意義を強

調しなければならない。国内需要の基礎になっている資本の効率と比較して、輸出

商品生産に投下されている資本の効率が高ければ高いほど、消費の成長はより顕著

になるだろう。

資本主義包囲のもとにおいて、我々は最小の期間に我国を工業化するためにあら

－５５－



ゆろ努力をしなければならない。ゆえに、我々の高度発展は封鎖経済発展の諸条件

に照応しなければならない。

しかしながら、我々の輸出分野の発展に対する観点を、ある程度はっきりさせる

ために、この章で我々が明らかにしたことは、われわれの発展条件において考慮に

入れられねばならない。

資本利用の効率係数を決定する際におこりうる誤謬をまえもって警戒しておかね

ばならない。効率は全資本価値に対する新しく形成された価値の比率によって規定

されることを忘れてはならない。ところが、これに関係して一部分の資本価値に対

する総生産物価値の比率をとるという誤りをしばしばおかしているのである。もち

ろん、この方法は完全に歪曲された結果をうろのである。

第１０章ソビエト経済の具体的資料に我々の国民所得成長理論の方法を

部分的に応用した例と、この応用による若干の結論

過去の年の経験は未来の経済計画に若干の基礎を与えるものである。我々が計画

化の際に、完成されたく計画理論＞や、理論的に完結した形でできあがった方法に

たよることが少ないだけ、この経験はより必要なものとなってくる。近年に到るま

で、一定の国民所得成長率を観察してきた。我々は次のような問題を提起する。す

なわち、この成長率がどの程度資本増加によるものか、あるいはどの程度、これら

の資本利用効率の成長によって起こったか？この問題に対する答はきわめて興味

あるものである。なぜなら、それは将来我々が現存資本の利用増大によって、国民

所得をどの程度増加させることができるかという論議を軽減するからである。この

研究のための資料は「１９２９/２８年統制数学」のうちにある。

今までの叙述にしたがって全産業をＰとＵに分割することは、現在手元にある資

料をもとにしては不可能であり、全産業と国民所得一般を検討しなくてはならない

だろう。これは我々の作業に私が第一章で述べたような制約を与えるのである。そ

れにもかかわらず、次のような計算から得られる基本的結果が十分に現実を反映す

るとすれば、それを弩慮に入れないわけにはいかない。

我々の次の計算の基礎に方程式

ＮＤ＝Ｓ・Ｋ（１）

－５６－



が仮定されており、この方程式から、次の方程式が導出される。

△ＮＤ＝Ｓ・△Ｋ＋△Ｓ・Ｋ＋△Ｓ・△Ｋ（２）

このようにして、国民所得の総成長は３つの基本部分にわかれる。

第１部分一ｓ。△Ｋ－これは生産資本の増加分に規定される量である。

第２部分一△Ｓ・Ｋ－資本利用効率の増加による総国民所得の増加分を構成

する。

第３部分一△Ｃ・△Ｋ－これはＣ、Ｋの増加の結果得られるほとんど意味の

ない部分である。

これらの三部分の相互関係は興味あるものである。

所与の条件のもとで《計算によって得られたＳ、及び△Ｓの値は平均的統計的値

であり、完全に事柄の実際的状態を反映するものではないことに注意する必要があ

る。

更に、現実的には方程式は次のようなものに近いといえよう。

△ＮＤ＝ＳＳＴ・△Ｋ＋△ＳＳＴ。Ｋ＋Ｓｎｏｖ・△Ｋ

なぜなら、旧資本の利用効率の成長△ＳＳＴは新資本△Ｋの利用効率とは等しくな

りえないだろうから。（旧資本利用効率ＳＳＴとくらべて）

しかし誤差はそれほど大きくない。まず、同一の方法によって比較年度の計算を

行い、誤差があるにしても、我々は一定の趨勢を明らかにするのである。次に合衆

国の経験から、工業が発展すれば、Ｓは成長する傾向を示さなくなることが知られ

ている。従って、もし我々の場合それが成長するとすれば、それは主に総資本全体

の共通な原因、いいかえれば、合理化と総資本の利用時間数の増大によるものであ

る。ゆえに、統計的平均による諸比率の計算は十分信頼できる図を与えるであろう。

ソ連国民所得統計は１９２７／２８の統制数学の第３表（４９６ページ）に名目的数字

が与えられている。この数字は明らかに私的所有経済、社会所有経済各セクターの

純所得についての資料を与えていろ。なぜなら、社会化された部分の数字は、「ソ

連邦社会化部分経済の純所得」と述べられている第２表からとられたものであるか

ら。

次の頁（『1927／２８の統制数字』４９７ページ）に価格指標とこの指標によって

計算された実質所得の指標が与えられている。この資料をもとにして、次のような

表を作った。（第６表）
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第６表

国の資産の変動を論議するためには、「国民経済基本基金」の諸表を利用しなけ

ればならない．（５１８～５１９ページ）ｄすべての基金は１９２５／１９２６年の価格で

計算されていろ。

土地価格は計算から除外されていろ。統制数字計算の際には、資産の条件に即し

たさまざまな償却期間が取入れられているので、数例は直接的な評価の結果ではな

い。（第７表）

第７表

我々は、分配フォンドを生庫フォンドの中に入れた。伐々の経済条件のもとでは

－５８－

年別

国民所得（ＮＤ）

１００万チ エ ル

ヴォネッツ．
ループリ

(１９２５ ヘジ ２６）

国民所得の成長

１００万ルーブリ

(１９２５ ～ ２６）

国民所得

成長率

（形）

１９２４／２５

１９２５／２６

１９２６／２７

１９２７／２８

０
２
０
５

９
５
１
４

９
１
２
４
１

？
９
０
９

６
０
２
５

１
２
２
２

２
８
５

６
５
３

２
１
７

１
？
？

３
２
２

１９．２

1０．７

１２．２

年別 フォンド

１００万
ループリ

成長

１００万
ループリ

フォンド

１００万
ループリ

成長

１００万
ループリ

フォンド

１００万
ルーブリ

成長

１００万
ルーブリ

1924／25

1925／26

1926／２７

１９２７／28

1928／2９

６
１
０
７
８

８
３
４
３
４

１
９
２
８
８

９
，
９
９
９

０２

０
２
３
５

２
２
２
２

５
９
７
１

４
０
９
１

７
３
５
０

０
，
？

１
１
２

６
３
０
６
７

８
２
２
７
１

７
９
２
６
３

，
，
９
０
９

１
１
２
２
３

１
１
１
１
１

１３７

２９７

４５６

６４１

２
４
０
３
５

７
５
６
１
６

９
８
４
５
１

，
０
９
‘
７

１
２
４
６
９

３
３
３
３
３

２
６
３
２

８
０
５
５

８
６
０
６

９
０
？

１
２
２



分配は輸送の一部分であるし、輸送雑費になると考えてそうしたのである。しかも

輸送は生産のカテゴリーに入るのである。

Ｓの決定には次のような方程式がある。

（１９２４／１９２５）１６９９０＝Ｓ１９２４／’２５．３１９２

（1924／'２６）20252-Ｓｌ９２５／’２６．３２８４

（1924／'２７）22410＝Ｓ１９２６／'２７．３４４０

（１９２４／’２８）２５１４５＝Ｓ１９２７／’２８．３６５３

上の方程式から、Ｌ

Ｓｌ９２４／’２５＝０．５３１４０△Ｓ1924／’２５・OO8502

S1925／’２６＝0.61642△Ｓ1925／'２６．０．０３３９０

Ｓｌ９２６／'２７＝0.65032△Ｓ1926／’２７．０．０３８３４

Ｓｌ９２７／'２８＝0.68866

与えられたデータのすべてをもとにして、導き出された方程式に具体的数字を代

入しよう。

△ＮＤ＝Ｓ・△Ｋ＋△Ｓ・Ｋ＋△Ｓ・△Ｋ

次の３期間について計算する。

（１）１９２４／'２５～1925／'２６

（２）１９２５／'２６～１９２６／'２７

（３）1926／'２７～１９２７／'２８

（１９２４／'２５～1925／'２６）３２６２

＝０．５３１４０．８８２＋０．０８５０２．３１９７２＋８８２．０．０８５０２

（１９２５／'２６～１９２６／'２７）２１５８

＝０．６１６４２．１６０６＋０．０３３９０．３２８５４＋１６０６．０．０３３９０

（１９２６／'２７～１９２７／'２８）２７３５

＝０．６５０３２．２０５３＋０．０３８３４．３４４６０＋２０５３．０．０３８３４

これらの等式から、下のような表を作った。これは国民所得の成長率、及び資本

の墹加、利川効率の噌加によって、どの程度まで成長率が左右されたかを表わして

いる。（第８衣）
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第８表

我々が計算した結果は全く興味あるものである。

資本利用効率の増加の役割はきわめてはっきりしており、１９２６／'２７では新資

本建設の数値を更にうわまっていろ。この場合、１９２４／２５～１９２７／２８で、Ｓ

は、０．５３から、０６９、言いかえれば３０％しかふえていない。これにはまだ広い

余地があるといいうる。Ｓを１．５まで達成させるのは不可能だとは思蘂わない。

このことは､比率Kｿ/kpが成長しうる時､いいかえれば､わが国の工業化がよ

り高い段階に達する時まで国の所得成長率を維持できろという巨大な可能性を我々

に与えるからである。明らかに、わが計画機関の主要な課題はＳｐ、Ｓｕ、ＫｕＫｐ

の成長を操作するところにある。

この論文で略図が紹介されたところの「機構」の助けを借りれば、伐々が直面し

ている課題を立派に解決することができると思う。だが、結論は、はじめの資料の

精確さ如何にかかっているのである。しかしながら、この計算が我々が利用した

データの計算の正確さが重要なものであることを明らかにするのである。

－６０－

期間

国民所得の
成長

100万ルー

プリ(1925／

２６年価格
による）

成長率

(影）

フォンドの

増大による

成長部分
(Ｓ×△Ｋ）

国民所得に
対する％

フォンド使用の増大に

よる成長部分

国民所得に対する(％）

Ｓ・△Ｋ
△Ｓ×

△Ｋ

1924／２５～

1925／2６

1925／２６～

1926／2７

1926／２７～

１９２７／2８

100％

(3,262）

100％

(2,158）

100兜

(2,735）

1９．２

1０７

12.2

＋144妬

(468.7）

＋460％

(990）

＋488妬

(1,135.1）

＋83.3％

(2,718.3）

＋51.Ｍ

(1,113.8）

＋483％

(1,321.2）

＋2.3％

(７５）

＋２５兜

(54.2）

＋2.9％

(78.7）

+85.6％

(2793.3）

+543％

(1,168）

＋5L2％

(1J399.9）



第１１章解説と結輸

我々の作業全期間にわたつ・て、ＫｕとＫｐが十分に安定した特殊な構造をもつこと

を強調した。

とりわけ、Ｕにおいては、ほぼＰにおけると同じように生産手段と消費手段があ

るが、異なった比率で存在している。二つのグループの基本的ちがいはその生産の

目的にある。Ｐにおいてはすべてが消費にかかわっているが、Ｕにおいては生産的

蓄積にかかわっている。そして、そこに我々の分割の経済的特徴がある。疑いもな

く、我々が提案した方法を採用する際には、この分割はある程度の困難をつくりだ

す。それは、問題をさらに検討し、統計資料を準備することを要求する。

しかしながら、さしせまった５か年、もしくは１０か年内にソビエト国家が提起

しなければならない前進的な経済的技術的目的を科学的に企画化することは、それ

相当の科学的方法なしには、もちろん考えられないことである。たとえ単純な施設

や機構をつくる免許をとるためにさえ現代の建設技師に要求される科学的知識の何

分の１６もちあわせないで、古代の天才的建築家が壮大な施設をつくったとしても、

それは古代の例で、我々の経済建設の指導をうけなければならないとか、そうする

ことができるなどということを意味するのではない。建設者の直感が、科学的方法

の欠如を補償するのではないから、設備のどれくらいの量がまだつくりあげられて

いないか、又、どれだけの量が前もってなくなっているかということを知らない。

我々にとっては、資本主義包囲のもとでのただ一つのソビエト国家が現在問題にな

っているのであり、いつの日か、「防備」が成功するということで安心してはいら

れないのである。我々が目標として自分の前におくモデルのいかなる経済的「構

造」に確信をもとうとも、複雑な運動過程においてはそれは全く不完全な議論にな

らざるをえない。不成功な企画や、不成功なヴァリアントをわが経済に採用すると

いうぜいたくをすることは許されないし、また許してはならないのである。

それゆえ、科学的ヴァリアント、科学的方法が絶対に必要になってくる。マルク

スの一般法則はともかく知っているということは必要であるが、それだけでは不充

分な防備である。国民経済の基本的要素間の勤学的関係を設定するフォーミュラの

構造体系の必要性が我々には明白に見える。我々の前にある複雑な課題においては、

フォーミュラの体系を採用するためには「遂次接近」の方法が必要であることが明
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らかである。あらゆる企画の経験がそれを証明していろ。しかし、理論の欠如した

もとでの「遂次接近」の方法は、占星術か､又は、直感を方法や体系におきかえる天

才的建築家のシジフォス的労働に変ってしまうものである。

この比較が、我々をして、この研究を実行し、一般計画委員会の課題に関連して

経済過程の基本的指標と法則的な勤学的相互依存性を接合する可能性を与えるとこ

ろのフォーミュラの体系を作成する刺激となったのである。

たとえ原始的、手工業的装置のもとであっても我々が提案した方法や、フォーミ

ュラを実験するために我々がなした試みは、我々が選択した方法の正しさを実証し

ていろ。

我々は現実の計画化が我々に要求しているものと較べて問題設定をより単純化し

た。たとえば、我々のフォーミュラに前提されている市場価格から価値表現への移

行の方法などは究明しなかった。

提案されたシステムは、実際の現実に照らして発展させ、分化させ、補充されな

ければならない。

我々がなぜマルクスによって与えられたフォーミュラを直接に自分達の分析に利

用しなかったかという問題に立ち返らねばならない。このことは彼の学説を修正す

る試みをするために生じたことなのか？いや、決してそうではない。それは、我

々の前にある課題がマルクスの前にあった課題と全く異なっているからであり、研

究を容易にし、仕事の成功が保証されるためには、将来の研究の過程で経済発展法

則に帰着させねばならない仮説を表現するために適切な表式と、数学的形式を選択

することが如何に重要であるかということを、自然科学や、技術における研究作業

の試みにかんがみ、我々が知っているからである。

マルクスの理論を我々の課題に応用しようという気持をおこさせた仮説の一つは、

現在の期間中に総資本のうちに対象化されている労働の量と、次期期間中に新たに

対象化される労働量との偶然的な相対比ではなくて、一定の、歴史的に規定された

上の相対比に国民所得の成長率が依存していろということなのである。

我々を新しい定式化の道に引き入れた第二の仮説は、総生産を現実の消費に比例

する部分と消費の増加分に比例する部分とに分割する仕方を明瞭に表現しなければ

ならないという考えなのである。その基礎には単純及び拡大再生産に関するマルク

スの考えが横たわっていろ。
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我々の数学的分析の基礎に、マルクス理論の本質ではなくて、マルクスが自らの

考えを例証するために利用した数値や分割そのものをおこなうなどという努力は、

問題状況の実際上の本質的多様性にかんがみれば、全く物神崇拝であろう。

戎々の頭脳の機能を最大に倹約し、合理的に利用しなければならないという要請

は、合理的に利用しなければならないという要請は、しばしば持ちあわせの技能や

習慣と矛盾するのである。しかしもし我々が我々の目前にある目的の形態を把握し

なかったならば、その課題を解決することもないのである。

以上に述べてきたすべてのことがらから、我々が国民所得概念を物質化したいと

は思っていないことが明らかになるはずである。我々はこの術語が条件つきのもの

であり、その量的表現が相対的なものであり、国民所得の一定不変の測定尺度が存

在しないことなどを指摘した。

一方、商品形態をとらず、価値計算が不可能で、人間生活において大きな役割を

はたしている多くの消費エレメントが存在する。スポーツと輸送はこの方面におい

て無限の地平線をひきつつある。次のような略例が、計算できない消費エレメント

の規模を少しは表現している。周知のごとく、アメリカ合衆国における自動車の大

多数が自動車所有者自身によって運転されていろ。この労働はどうやっても計算で

きないが、それでも、もし、－か月に２５ドルという遠慮した数値で評価し、ただ

1,500万台の自動車だけをその方面に奉仕させたとすれば、－年間に総計４５億ド

ルが得られ、アメリカ合衆国にとってすら、国民所得の全くおびただしい部分を構

成するのである。（５％以上）

桟々のフォーミュラにおいては、その一般的形態では、生産と消費の構造的変動

の影響を反映することはできないであろう。

係数Ｓは生産部門のちがいに応じて異なった賃をとり、生産構造が変化し･総生

巌に対する個別的生産部門の比重の変化がある時は、経済全体の一般的係数Ｓも変

化の生産全体の価値表現に対する重大な影響が生じてくる。この現象についても我

々はふれなかった。ところで、その現象は、資本の有機的構成の観点からや、生産

の住産財生産と消費財生産への分割の観点からだけ明らかになるだけでなく、我々

のフォーミュラのＰとＵの二つのグループのうちの一つだけとっても体系の発展に

よって解明されうるのである。この問題は、生産規模の「絶対的尺度」（一定年度

の価格によらない）の問題、いいかえれば、ある年度だけの相対比だけに結びつい
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てはいない、生産規模の客観的な不変又は可変的尺度の発見の問題に結びついてい

るのである。

しかしながら、我々のフォーミュラは後に述べたこれらの問題の解決があれば適

用可能であるとは言えないのである。

もう一度くり返そう。国民所得の量的価値的表現は特に条件的性格をもっていろ。

異なった構造をもつ国民所得の比較はただ条件づきのみ可能であり、それもそれら

の質的特徴づけとともに行なわれなければならない。特にこれは成長率の比較と分

析の際には注意されねばならないことである。資本利用の効率性の国民所得成長に

対する意義は、この我々の著作で明らかにされた。しかし、今述べたことに関連し

最後にもう一度次のような説明をしておかねばならないと思う。

「生産で消費される不変資本をあらわす価値部分Ｃは、生産に投下された不変資

本価値とは一致しない。」

ところで我々は、資本効率を新形成価値の固定、流動資本総量に対する比と定義

した。マルクスの規定によれば、固定資本に全ての「生産に投下された不変資本の

価置」が入っていくのである。生産で消費される価値部分は、工業のさま

ざまな部門に用いられている生産用具の性格や、原料ま生産の補助手段、用具の価

値比率に依存して、全くまちまちであるかもしれない。これらのすべてによって、

さまざまな資本の有機的構成、我々が次のような比として定義したさまざまな資本

の込率がまえもって規定されていろ。

ｖ＋、
Ｓ（可変価格における効率）

Ｋ

「資本の技術的構成」を反映した資本の有機的構成の成長にともないＳは減少す

る。

しかし、だからといって、明らかにされた法則性を、資本と生産の使用価値、

「それらの物理的量」の相対比を反映しているものと考えるのは絶対に正

しくない。この法則は歴史的に変化しつつある価値関係のもとでのみ絶対に正し

いのである。たしかに、アメリカ合衆国における不変価格のもとでの計算では、苫

干の、だがいちぢろし<弱いＳの低下傾向があることも観察されることを、我々は

前に指摘した。しかしながら、これらの計算のために他のものがない剛由で使わざ
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ろをえない価格指標の正当性は疑いを受けるかもしれないが、あらゆる部分におい

てこの現象が技術進歩のあらゆる歴史的時期について必然的なものであるとは思わ

ないのである。

別の側面から問題に接近してみよう。我々が自由にできる生産量の絶対的尺度は

ないことを述べた。

浅々は測定のために、価値関係が歴史的発展過程のうちで与えられている、ある

偶然的に選択された年度の価格を利用する。ところで、資本の平均効率は価格表現

での相対比であり、次のものに等しい。

謡

ｊ
ｌ
Ｊ

ｌ
１
ｌ
Ｌ
ｒ
Ｉ
１
～

Ｓ１Ｋ１＋Ｓ２Ｋ２＋Ｓ３Ｋ３＋………＋ＳｎＫｎ
Ｓ＝

Ｋ１＋Ｋ２＋Ｋ３＋・….…．＋Ｋ、

もし生産構造が変化し、歴史的に生じた条件の結果我々が選択した年のＳｐ、

Ｓｐ+2が平均値Ｓより低いような資本を、たとえばＫｐ、Ｋｐ+,§Ｋｐ+２として、これ

らの資本の比重が増大するならば、平均値Ｓは低下するに違いないことは全く明白

である。

かくして、Ｋが増大する場合でも、

ＮＤ－Ｓ。Ｋ

より、ＮＤは停滞は減少することさえある。

このような場合、不変価格による国民所得計算は、拡大再生産が生じていること

を反映しており、成長率の計算は事盾をよく知らない者の大変な誤解をまねくこと

もありうろ。

経済学者はその過程の構造の組立全体にわたって過程を詳しく説明し、パラドッ

クスを解明する義務をもっていろ。何らかの国民所得の絶対的尺度を利用すること

だけがそのような誤りをなくすたしかな手段である。おそらく、国民所得測定の２，

３種類の方法を彩用してみれば浩干の出口が発見できるだろう。エネルギー尺度は

そのうちの一つかもしれない。

消費の価値表現や生産構造、したがって住民の消費成長率に到るまでのすべての

ものに影響を与える消費構造の発展の問題をも研究しなければならない。

－６５－



消費の価値表現や生産構造、したがって住民の消費成長率に到るまでの他のすべ

てのものに影響を与える消費構造の発展の問題をも研究しなければならない。

消費の発展と構造に関する科学が、今までに幾分にも満足されうるだけ究明され

たとは冗談にも言えることではない。これは社会的心理学的問題でもある。純経済

学的な方法のみによってこの問題が解決されるものではない。

消費の問題は我々の前に身の丈いつぱいに立ちはだかっている。我々はまだこの

ことを自覚していなかった。その中でも、資本支出の配分が我々の手の中にあるソ

ビエト経済のもとでは、市場需要がわが国や先進資本主義国で現実的にどのように

形成されているかという観点のみに立脚することは、展望計画又は一般計画のため

には全く不可能なことである。我々の実生活や先進資本主義国の資料に、科学的に

基礎づけられた目標を付加することが必要である。

国民経済の全計画はいかなる形態をとらねばならないであろうか？計画はあら

ゆる可能な段階にまで詳細化され、具体化されうるが、計画の骨子（この場合、計

画を単にモモデルとしてだけではなく発展の展望計画として我々は理解する）、抽

象的形態における計画は、あらゆる場合まず第一に我々のフォーミュラに与えられ

ている一連の指標からなる体系で構成されていなければならないと考えるのである。

浅々の提案したフォーミュラの体系と分析方法とは著しく複雑でかつ理解しにく

いかもしれない。そのような見解に対してまえもって決定的に抗議しておかねばな

らない。国民経済のような複雑ﾌﾟ:j:機構の計画化のためには、計画化の複雑でない方

法などは想像もできない。他方、我々は数学以上に完全な分析形態を知らないので

ある。いろいろな機械設計に通じた者がはたして我々の方法がたとえば水力タービ

ンや電気機械等に関して作られたものより複雑であるというだろうか？つまり、

Ａ・プファルの水力タービン理論は821ページを占めており、直流動力機械の理論

は、Ｅ・アーノルドによって８１６ページにわたって叙述された。又、あらゆる電気

機械の理論はそのような大部の数倍もある。これらの労作の分量の点だけから言っ

ても、理論的研究というものがどれほど複雑なものであり、詳細にわたるものであ

るかを判断することができる。この著作の中では、全く一般的なフォーミュラから

全細目の具体化にいたるまでのすべてが見い出される。それの基礎に物理学や数学

の法則がおかれているのであるが、だからといって、機械生産に応用される具体的

建設理論を創り上げる必要からまぬがれることはできない。
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国民経済の計画化の理論はまだ存在していない。それはまだ作られていないので

ある。もちろん、我々の計画活動の著者達の広汎な労作のうちには価値ある構想が

見い出されうるが、その中には、様々な形で、部分的には創造的、部分的

には直観的な仮設の複合体がないはずがない。その複合体は国民経済の展望諸計

画及び統制数字においてその表現をうけとる巨大な作業を作り出す可能性を与える

のである。だからあらゆる場合、ある程度その労作が、生の経験と科学とを区別す

る境界を踏みこえているものとみなさなければならない。我々は数年間この労作を

つぶさに注目し、ソ連邦経済計画のために資本主義経済の経験を利用する方法の研

究に参加しなければならない。このすべては我々の思考の全過程で何にも反映を受

けないようなことはありえないだろう。そしてもし我々が推進している方法が国民

経済計画化の最も困難な問題の助けになりうるとしても、我々は、それに対して、

我々の計画活動の指導者達が形成している全く特殊な方法に言うまでもなく恩恵を

受けろであろう。

国民経済の多かれ少なかれ完成された計画化は厳密な数式的に定式化された理論

を基礎としてのみ実現されるが、そのときにのみ、計画に関する討論は、計算の無

謬性に十分信頼がある場合に原理的問題設定や、目的課題に帰着させることができ

る。さしあたり克服できない自然発生的要因は闘争カンパニヤとして準備される

一定のヴアリアントのみを規定するであろう。この場合、近年の国民経済計

画化は長年にわたる国民経済発展計画の当初の一部分の具体化としてみなされうる

ということを強調しなければならない。

(訳註１）「．ＡのenM(Ma趾KTeopllliTeMnoBHapo1閲。｢onoxoma，「IJIaHoBoe

Xo3HiicTBo，1928.Nhll，ＮＵｌ２の全訳である。部分訳としては、NicolasSpul-

ber編のFoundationsofSovietStrategyForEconomieGrowth,(Select-

edSovietEssays，１９２４～1930）IndianaUniversityPress，Bloomig-

tonの中にあらわれていろ。この翻文はすでに１９６７年において完成し、所蔵さ

れていたものであるが、最近のソ連経済の変化をかんがみ、更にまた、「沖大経

済論叢』２３号にて発表した国民所得成長理論一「Ａ・フェリドマン研究」の重要

な研究資料でありこの過去の拙槁についての理解をしていただくためにも本論叢

に上梓させていただくはこびとなった。ここで、なにゆえIこかの経済成長理論は
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なやかなりし頃に完成した翻訳を原稿のままで眠らせざるを得なかったかという

理由をのべておかねばなるまい。本稿の他に同じ著者の論文『長期編成の分折的

方法』AHaJmTHulecKmtMeTQD【、ocTpoeHHepepcneKTHlBHuxmlaHoB＼もネヅ

プ期から復興期を経て、第一次五ケ年計画がはじまろうとする時期に書かれたも

のである。当時の機関紙等をみると、計画化の方法、経済発展の方向づけ等につ

いてのはげしい論争が進行しており、それは単なる「理論」の闘いではなく、命

がけの政治闘争であったことがわかる。Ｎ・プハーリンや、プレオブラジェンス

キーほど著名ではなかったが、本論の筆者「・フェリドマンも、スターリン体制
●●●

の異端者として社会的立場をうばわれ、その著書も一般市民の目にはふれられな

いところにおかれることになった。この翻訳はアメリカから輸入されたVmlaHOBoe

Xo3HiicTBo〃のMicroFilmをコピーしたものを基としている。私が翻訳を志

した理由の一つは、当時の様々な経済学的文献に、彼の論文についての言及がな

されているにもかかわらず､論文そのものの全容が紹介されていなかったことにあ

る。もちろん、抄訳としては、Ｎ・Spulberの前掲書があげられるが、マルク

ス経済学への無理解が誤訳に導かれている部分や、訳者の主観に基いて煩しい論

証部分がカットされている部分もあり原著者の見解を正しく伝えていないと思わ

れた。したがって、私自身が正確に理解するためにも一応全訳することになった

のである。出版へのすすめもあったのだが、MicroFilmから読みとった原文

には文字は読みとれるが、図表の線が切れぎれになっている部分が所々あり、そ

のままの形で日本語の活字にすることをさしひかえざるを得なかった。ただフル

シチョフのスターリン批判以降、自由化の波が経済理論の分野にも及び、１９２０

年代の経済理論への再評価が行なわれはじめ、アンソロジーが出版されるだろうと

いう予告がなされたため、その時まで待つことになった。だがついにそれは出されず、

文章で書かれた部分から推量して説明図の中の消えた線分や、読みとれない数値

を補足しながら翻訳として上梓することとなったのである。本翻訳のあとにも、

前掲の『分析的方法」の訳文を上梓する予定であるが、それは本論文の理解に不

可欠なものである。読者はよろしく『分析的方法』ならびに拙槁『国民所得成長

理論』（沖大経済論叢第２３号）を参照されたい。

－６８－




